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第 1部 通則 
沖縄県立高等学校管理規則 
平成 22 年３月 31日 
 教育委員会規則第６号 
 
沖縄県立高等学校管理規則をここに公布する。 
 

沖縄県立高等学校管理規則 

 
目次 

第１章 総則（第１条―第８条） 
第２章 教育活動（第９条―第 16条） 
第３章 生徒（第 17条―第 47条） 
第４章 教職員及び学校組織（第 48条―第 75条） 
第５章 施設・設備（第 76条―第 88条） 
第６章 補則（第 89条） 
附則 

 
第１章 総則 
 
（趣旨） 
第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 33
条の規定に基づき、沖縄県立高等学校（以下「学校」という。）の管理運営に関し、必要な事項を
定めるものとする。 
 
（学校の目的） 
第２条 学校は、教育基本法（昭和 22年法律第 25号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）、そ
の他教育に関する法令に基づき、高等普通教育及び専門教育を施すことを目的とする。 
 
（名称、位置等） 
第３条 学校の名称、位置、科、課程、修業年限及び学科は、別表第１に定めるところによる。 
 
（入学定員） 
第４条 生徒の入学定員は、別に定めるところによる。 
 
（校内規程の制定） 
第５条 校長は、法令、条例、沖縄県教育委員会（以下「教育委員会」という。）規則等に違反し
ない限りにおいて、学校の管理運営に関し必要な事項を定めることができる。 
 
（通学区域） 
第６条 学校の通学区域は、沖縄県立高等学校の通学区域に関する規則（平成 16 年沖縄県教育委
員会規則第７号）の定めるところによる。 
 
（単位制による課程） 
第７条 学年による教育課程の区分を設けない全日制の課程、定時制の課程及び通信制の課程（以
下「単位制による課程」という。）に関し、この規則に定めのない事項については、別に定めると
ころによる。 
 
（通信制の課程） 
第８条 沖縄県立高等学校が行う通信教育に関し、この規則に定めのない事項については、沖縄県
立高等学校通信教育規則（昭和 47年沖縄県教育委員会規則第９号）に定めるところによる。 
 
第２章 教育活動 
 
（教育課程の編成） 
第９条 学校の教育課程は、学習指導要領及び教育委員会が定める基準より校長が編成する。 
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２ 校長は、翌年度において実施する教育課程を、毎年１月末日までに教育委員会に届け出なけれ
ばならない。 
 
（連携型高等学校の教育課程） 
第９条の２ 別表第２の左欄に掲げる高等学校（以下「連携型高等学校」という。）においては、
学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）第 87 条第１項の規定に基づき、同表の右欄に
掲げる中学校（以下「連携型中学校」という。）における教育との一貫性に配慮した教育を施すも
のとする。 
２ 前項の場合において、連携型高等学校において教育課程を編成するときは、あらかじめ連携型
中学校と協議するものとする。 
 
（併設型高等学校の教育課程） 
第９条の３ 別表第３の左欄に掲げる高等学校（以下「併設型高等学校」という。）においては、
学校教育法施行規則第 115 条の規定に基づき、同表の右欄に掲げる中学校（以下「併設型中学校」
という。）における教育と一貫した教育を施すものとする。 
２ 前項の場合において、併設型高等学校において教育課程を編成するときは、あらかじめ併設型
中学校と協議するものとする。 
 
（校外における学校行事等） 
第 10 条 校長は、学校行事等を校外において実施しようとするときは、別に定める基準により行
わなければならない。 
２ 校長は、前項の場合においてその実施地が県外であるもの又は３日以上の宿泊を要するものに
ついては、学校行事等実施計画書（第１号様式）により、あらかじめ教育委員会に届け出なければ
ならない。 
 
（学年及び学期） 
第 11 条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。 
２ 学年を分けて、次の３学期とする。 
 第１学期 ４月１日から８月 31日まで 
 第２学期 ９月１日から 12月 31日まで 
 第３学期 １月１日から３月 31日まで 
３ 校長は、教育上必要があると認めたときは、前項の規定にかかわらず、教育委員会に届け出て、
次の２学期に分けることができる。 
 前期 ４月１日から 10月 10日まで 
 後期 10月 11日から翌年３月 31日まで 
４ 校長は、教育上必要があると認めたときは、前２項に規定する学期の期間を変更することがで
きる。 
５ 校長は、前項の規定により学期の期間を変更しようとするときは、あらかじめ、教育委員会と
協議しなければならない。 
 
（休業日） 
第 12 条 学校の休業日は、次のとおりとする。 
 (１) 国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 
 (２) 日曜日及び土曜日 
 (３) 学年始休業日 ４月１日から４月６日まで 
 (４) 夏季休業日 ７月 21日から８月 31日までの間において校長が定める期間 
 (５) 秋季休業日 前期修了の日の翌日から３日間の範囲内において校長が定める期間（学年を 

  ２学期に分ける場合に限る。） 
 (６) 冬季休業日 12月 26日から翌年１月５日までの間において校長が定める期間 
 (７) 学年末休業日 ３月 25日から３月 31日まで 
 (８) 沖縄県慰霊の日を定める条例（昭和 49年沖縄県条例第 42号）第２条に規定する慰霊の日 
 (９) その他校長が必要と認めた休業日 
２ 校長は、前項第４号から第６号までの休業日及び第９号の休業日は、教育委員会に届け出なけ
ればならない。 
 
（授業日の変更等） 
第 13 条 校長は、授業日と休業日を相互に変更しようとする場合は、年間行事計画等により、あ
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らかじめ教育委員会に届け出なければならない。 
２ 校長は、学年度途中で授業日と休業日を相互に変更しようとする場合は、授業日の変更届出書
（第２号様式）により、あらかじめ教育委員会に届け出なければならない。 
３ 校長は、非常変災、伝染病その他急迫の事情のために臨時に授業を行わなかった場合は、直ち
に臨時休業報告書（第３号様式）により、その状況を教育委員会に報告しなければならない。 
 
（教科用図書） 
第 14 条 教科用図書は、文部科学大臣の検定を経たもの又は文部科学省が著作の名義を有するも
のから校長が選定し、教育委員会に届け出なければならない。 
 
（準教科書の届出） 
第 15 条 校長は、教科用図書の発行されていない教科又は科目の主たる教材として使用しようと
する生徒用図書（以下「準教科書」という。）については、使用１月前までに準教科書使用届出書
（第４号様式）により、教育委員会に届け出なければならない。 
２ 校長は、学校設定科目、学校設定教科・科目において準教科書を使用する場合は、あらかじめ
教育委員会に届け出なければならない。 
 
（副読本） 
第 16 条 校長は、学年又は学級及び特定の学習集団の教材として計画的、継続的に使用する教科
用図書と併せて使用する副読本については、副読本届出書（第５号様式）により、あらかじめ教育
委員会に届け出なければならない。 
 
第３章 生徒 
 
（入学資格） 
第 17 条 高等学校に入学できる者は、学校教育法第 57条の規定により、中学校若しくはこれに準
ずる学校を卒業した者又は学校教育法施行規則第 95条各号に掲げる者とする。 
 
（入学志願の手続及び入学者選抜） 
第 18 条 入学志願の手続及び入学者選抜に関する必要な事項は、教育委員会が別に定めるところ
による。 
 
（入学の許可） 
第 19 条 入学は、校長が許可する。 
２ 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、校長が必要と認めたときは、学年の途中において
も学期の区分に従い、入学を許可することができる。 
 
（入学の手続） 
第 20 条 入学を許可された者は、校長の定める期日までに、保護者（成年者の場合は、保証人。
以下同じ。）若しくは保護者が当該学区外に居住している者については保証人と連署した誓約書（第
６号様式）及び戸籍抄本又は住民票の謄本に入学料を添えて、校長に提出しなければならない。 
 
（入学許可の取消し） 
第 21 条 入学を許可された者が、所定の期日までに前条に規定する手続を行わないときは、校長
は、入学許可を取り消すことができる。 
 
（編入学） 
第 22 条 第１学年の途中又は第２学年以上に編入学することのできる者は、相当年齢に達し、当
該学年に在学する者と同等以上の学力があり、かつ、教育上支障がないと校長が認めた者とする。 
２ 前項の規定による編入学は、選考のうえ許可することができる。 
３ 編入学を許可された者については、前２条の規定を準用する。 
（授業料等） 
第 23 条 授業料及び入学料の徴収については、沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条
例（昭和 48 年沖縄県条例第 41号）の定めるところによる。 
２ 校長は、授業料を滞納中の生徒に対して、出席停止を命ずることができる。 
３ 校長は、授業料の滞納が３月を超える生徒に対して、退学を命ずることができる。 
４ 校長は、前項の規定により退学処分を行ったときは、退学処分報告書を速やかに教育委員会に
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提出しなければならない。 
 
（保護者及び保証人） 
第 24 条 保護者は、生徒に対して親権を行う者（親権を行う者のないときは、後見人又は後見人
の職務を行う者）とする。ただし、成年に達した生徒に対しては、これに準ずるものとする。 
２ 保証人は、学校所在の市町村又は近隣の市町村に居住し、独立の生計を営む成年者で、学校に
対して保護者とともに生徒に関する責任を負うことができる者でなければならない。 
３ 保護者若しくは保証人に変更があったとき、又は保護者若しくは保証人の住所若しくは氏名に
変 更があったときは、速やかに校長に届け出なければならない。 
４ 校長は、保証人を適当でないと認めたときは、これを変更させることができるものとする。 
 
（転学） 
第 25 条 他の高等学校へ転学しようとする者は、保護者と連署した転学願（第７号様式）を校長
に提出しなければならない。 
２ 校長は、前項の転学願を受けた場合において、転学の事由が適当であると認めたときは、その
事由を記載した書面、生徒の在学証明書その他必要な書類を転学先の校長に送付しなければならな
い。 
３ 転学先の校長は、教育上支障がなく、かつ、適当と認めた場合には、相当学年に転入学を許可
することができる。 
４ 校長は、前項の転入学を許可した場合には、その生徒が従前在学していた学校の校長にその旨
を通知するとともに、当該校長から速やかにその生徒の指導要録の写し（転学してきた生徒につい
ては、転学により送付を受けた指導要録の写しを含む。）、健康診断書その他必要な書類の送付を受
けなければならない。 
５ 転入学を許可された者については、第 20条及び第 21条の規定を準用する。 
 
（転籍） 
第 26 条 全日制の課程、定時制の課程及び通信制の課程相互間の転籍をしようとする者は、保護
者と連署した転籍願（第８号様式）を校長に提出しなければならない。 
２ 校長は、前項の転籍願を受けた場合において、教育上支障がなく、かつ、適当と認めたときは、
相当学年に転籍を許可することができる。 
 
（転科） 
第 27 条 他の学科に転科しようとする者は、保護者と連署した転科願（第９号様式）を校長に提
出しなければならない。 
２ 校長は、前項の転科願を受けた場合において、教育上支障がなく、かつ、適当と認めたときは、
相当学年に転科を許可することができる。 
３ 前項の規定による転科の許可は、学年始めに行うものとする。 
 
（退学） 
第 28条 病気その他の事由により退学しようとする者は、保護者と連署した退学願（第 10号様式）
を校長に提出しなければならない。 
２ 校長は、前項の事由が適当であると認めたときは、退学を許可することができる。 
３ 校長は、前項の規定により退学を許可した場合は、速やかに教育委員会に報告しなければなら
ない。 
 
（留学） 
第 29 条 外国の高等学校に留学しようとする者は、保護者と連署した留学願（第 11号様式）を校
長に提出しなければならない。 
２ 校長は、前項の留学願を受けた場合において、教育上有益と認めたときは、留学を許可するこ
とができる。 
３ 校長は、前項の規定により留学を許可したときは、生徒の在学証明書、成績証明書その他必要
な書類を留学先の高等学校の校長に送付しなければならない。 
４ 校長は、留学を許可するに当たっては、あらかじめ、留学先の外国の高等学校との間で協議を
行い、当該留学の概要を把握するものとする。ただし、やむを得ない事情により協議を行うことが
困難な場合は、学校間の協議を行わないことができる。 
５ 校長は、第２項の規定により留学を許可された生徒について、外国の高等学校における履修を
当該生徒の在学する高等学校における履修とみなし、30単位を超えない範囲で単位の修得を認定す
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ることができる。 
６ 校長は、前項の規定により単位の修得を認定された生徒について、第 39 条の規定に基づき、
第 11 条第１項に規定する学年の中途においても、各学年の課程の修了又は卒業を認定することが
できる。 
 
（休学） 
第 30 条 病気その他の事由により、休学をしようとする者は、保護者と連署した休学願（第 12号
様式）に医師の診断書その他の事由を証する書類を添えて、校長に提出しなければならない。 
２ 校長は、前項の事由が適当であると認めたときは、休学を許可することができる。 
３ 休学の期間は、３月以上１年以内とする。 
４ 校長は、引き続き休学しようとする者が第１項に定める手続きを行ったときは、前項の規定に
かかわらず、当該休学を通算して３年以内の期間を限り延長することができる。 
５ 校長は、前項に定める休学の期間が満了し、なお復学できない者については、これを退学させ
るものとする。 
 
（休学の取消し） 
第 31 条 休学の許可を受けた者がその許可を受けた後、３月以内にその事由が消滅したときは、
保護者と連署した休学取消願（第 13 号様式）に医師の診断書等その事由を証する書類を添え、校
長に休学の取消しを願い出ることができる。 
２ 校長は、前項の事由が適当であると認めたときは、休学を取り消すことができる。 
 
（復学） 
第 32 条 休学中の者が復学しようとするときは、保護者と連署した復学願（第 14号様式）に、病
気のときは医師の診断書を、その他の場合は理由書を添えて、校長に提出しなければならない。 
２ 校長は、前項の事由が適当であると認めたときは、復学を許可することができる。 
 
（再入学） 
第 33 条 退学した者が同一の学校へ再入学しようとするときは、保護者と連署した再入学願（第
15号様式）を校長に提出しなければならない。 
２ 校長は、前項の再入学願の事由が適当であると認めたときは、相当学年に再入学を許可するこ
とができる。 
３ 再入学を許可された者については、第 20条及び第 21条の規定を準用するものとする。 
 
（学習の評価） 
第 34 条 生徒の学習の評価は、学習指導要領に示されている教科、科目等の目標を基準として行
うものとする。 
２ 学習の評価の方法に関し必要な事項は、校長が定める。 
 
（単位認定） 
第 35 条 校長は、生徒が学校の定める指導計画に従って、各教科、科目等を履修し、その成果が
教科、科目等の目標からみて満足できると認められる場合には、当該学年の学年末において、その
各教科、科目等について履修した単位を修得したことを認定しなければならない。ただし、特に必
要があると認めた場合には、単位の修得の認定を学期の区分ごとに行うことができる。 
２ 校長は、教育上有益と認めたときは、生徒が当該校長が定めるところにより他の高等学校にお
いて一部の科目を併修して単位を修得したときは、当該修得した単位数を当該生徒の在学する学校
が定めた全課程の修了を認めるに必要な単位数のうちに加えることができる。 
３ 校長は、教育上有益と認めたときは、当該校長の定めるところにより生徒が行う次に掲げる学
修を当該生徒の在学する高等学校における科目の履修とみなし、当該科目の単位を与えることがで
きる。 
(１) 大学、高等専門学校又は専修学校の高等課程若しくは専門課程における学修その他の教育 

 施設等における学修で文部科学大臣が別に定めるもの 
(２) 知識及び技能に関する審査で文部科学大臣が別に定めるものにおける成果に係る学修 
(３) ボランティア活動その他の継続的に行われる活動（当該生徒の在学する高等学校の教育活 

動として行われるものを除く。）に係る学修で文部科学大臣が別に定めるもの 
４ 前２項の規定に基づき加えることのできる単位数の合計数は 36を超えないものとする。 
５ 定時制の課程を置く高等学校の校長は、当該定時制課程の生徒が当該校長の定めるところによ
り、高等学校の通信制の課程又は他の定時制の課程において、一部の科目を修得したときは、その
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単位を当該定時制課程の卒業に必要な単位数のうちに加えることができる。 
６ 通信制の課程を置く高等学校の校長は、当該通信制の課程の生徒が当該校長の定めるところに
より、定時制の課程又は他の高等学校の通信制の課程において、一部の科目の単位を修得したとき
は、その単位数を当該高等学校の卒業に必要な単位数のうちに加えることができる。 
７ 前２項の規定又は高等学校通信教育規程（昭和 37 年文部省令第 32 号）第 12 条第１項若しく
は第２項の規定により定時制の課程又は通信制の課程の生徒が通信制の課程又は定時制の課程に
おいて、一部の科目の単位を修得する場合においては、当該生徒が一部の科目の単位を修得しよう
とする課程を置く高等学校の校長は、当該生徒について一部の科目の履修を許可することができる。 
 
（連携措置等） 
第 36 条 定時制の課程又は通信制の課程と教育委員会の指定する技能教育施設等の連携措置に関
する事項及び実務代替による単位認定等に関する事項は、別に定める。 
 
（指導要録・出席簿） 
第 37 条 生徒の指導要録の様式及び出席簿の取扱いは、別に定める。 
 
（原級留置） 
第 38 条 校長は、所定の単位を履修できなかった生徒を原級に留め置くことができる。 
２ 前項の規定は、単位制による全日制の課程、定時制の課程及び通信制の課程には適用しない。 
 
（卒業又は修了の認定） 
第 39 条 校長は、生徒が所定の教育課程を履修し、その成果が満足できるものと認められる場合
には、その生徒の卒業又は修了を認定する。 
２ 卒業又は修了を認定する時期は、３月とする。 
３ 校長は、前項の規定にかかわらず、学期の区分に応じて、卒業又は修了を認定することができ
る。 
４ 校長は、卒業又は修了を認定した生徒に対して、卒業証書（第 16 号様式）又は修了証書（第
17号様式）を授与する。 
 
（証明書等の交付） 
第 40 条 校長は、必要と認めた者に対して、次の証明書を交付するものとする。 
(１) 卒業証明書（第 18号様式） 
(２) 修了証明書（第 19号様式） 
(３) 在学証明書（第 20号様式） 
(４) 学業成績証明書（第 21号様式） 
 

（出席停止） 
第 41 条 校長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該生徒に対して出席停止を命ずるこ
とができる。 
 (１) 感染症にかかり、あるいはその疑いがあり、又はかかるおそれのある場合 
 (２) 非常変災等で生徒に危難がおよぶおそれがある場合 
２ 校長は、前項の規定により出席停止を命じた場合は、その旨を直ちに教育委員会に報告しなけ
ればならない。 
 
（欠席等の届出） 
第 42 条 生徒が欠席するときは、保護者と連署した欠席届を校長に提出しなければならない。 
２ 校長は、生徒が次の各号に掲げる理由のため出席しなかったときは、欠席の取扱いをしない。 
 (１) 忌引 
 (２) 学校保健安全法（昭和 33年法律第 56号）第 12条の規定による出席停止 
 (３) 前２号に定めるもののほか、校長が必要と認めた場合 
 
３ 前項の忌引日数は、次のとおりとする。 
 (１) 父母 ７日 
 (２) 祖父母、兄弟、姉妹 ３日 
 (３) 曾祖父母、伯叔父母 １日 
 (４) その他同居の親族 １日 
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（表彰） 
第 43 条 校長は、性行、学業その他について優秀な生徒を表彰することができる。 
 
（懲戒処分） 
第 44 条 校長及び教員は、教育上必要があると認めたときは、生徒に懲戒を加えることができる。
ただし、体罰を加えることはできない。 
２ 懲戒のうち、退学、停学及び訓告の処分は、校長がこれを行う。 
３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対して行うことができる。 
 (１) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 
 (２) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 
 (３) 正当の理由がなくて出席常でない者 
 (４) 学校の秩序を乱し、その他生徒としての本分に反した者 
４ 校長は、前３項の実施のため、必要な事項を定めるものとする。 
５ 校長は、生徒に懲戒による退学を命じたときは、速やかに教育委員会に報告しなければならな
い。 
 
（事故の報告） 
第 45 条 校長は、校内又は校外の学校行事等において、職員若しくは生徒に傷害、死亡、集団的
疾病その他重大又は異例な事故が発生したときは、直ちにその状況を教育委員会に連絡するととも
に、後日文書をもって詳細に報告しなければならない。 
２ 学校行事以外において発生した事故についても教育上重大なものについては、前項の例による
ものとする。 
 
 （生徒の異動等の届出） 
第 46 条 生徒が住所又は氏名を変更したときは、保護者と連署した住所、氏名変更届を校長に提
出しなければならない。 
２ 前項の氏名の変更については、戸籍抄本を添付するものとする。 
３ 生徒が死亡したときは、その保護者は死亡届を速やかに校長に提出しなければならない。 
 
（寄宿舎への入舎） 
第 47 条 寄宿舎に入舎しようとする者は、保護者及び保証人と連署した入舎願を校長に提出しな
ければならない。 
 
第４章 教職員及び学校組織 
 
（職員組織） 
第 48 条 学校には、校長、教頭、教諭、養護教諭及び事務職員を置く。 
２ 学校には、前項に定めるもののほか、必要に応じて、副校長、主幹教諭、助教諭、養護助教諭、
講師、実習助手、その他必要な職員を置くことができる。 
 
（職務） 
第 49 条 前条に規定する職員の職務は、他に特別の定めがある場合を除き、次の各号に掲げると
おりとする。 
 (１) 校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。 
 (２) 副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつかさどる。 
 (３) 教頭は、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）を助け、校務を整理し、 

及び必要に応じて生徒の教育をつかさどる。 
 (４) 主幹教諭は、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）及び教頭を助け、命 

を受けて校務の一部を整理し、並びに生徒の教育をつかさどる。 
 (５) 教諭は、生徒の教育をつかさどる。 
 (６) 助教諭は、教諭の職務を助ける。 
 (７) 養護教諭は、生徒の養護をつかさどる。 
 (８) 養護助教諭は、養護教諭の職務を助ける。 
 (９) 講師は、教諭又は助教諭に準ずる職務に従事する。 
 (10) 事務職員は、事務に従事する。 
 (11) 実習助手は、実験又は実習について、教諭の職務を助ける。 
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（校長の職務） 
第 50 条 学校教育法第 62 条において準用する同法第 37 条第４項に規定する校長の職務は、おお
むね次のとおりとする。 
 (１) 学校教育の管理、所属職員の管理、学校施設の管理及び学校事務の管理に関すること。 
 (２) 所属職員の職務上及び身分上の監督に関すること。 
 (３) 前２号に規定するもののほか、職務上委任又は命令された事項に関すること。 
２ 校長は、所属職員の校務分掌を定める。 
３ 校長は、前項の規定により校務分掌を定めたときは、その概要を教育委員会に報告しなければ
ならない。 
 
（副校長及び教頭） 
第 51 条 学校には、全日制の課程、定時制の課程又は通信制の課程のうち２以上の課程を置くと
きは、それぞれの課程に関する校務を分担して整理する教頭を置く。ただし、命を受けて当該課程
に 関する校務をつかさどる副校長を置く一の課程については、この限りでない。 
２ 副校長は、校長に事故あるときはその職務を代理し、校長が欠けたときはその職務を行う。 
３ 教頭は、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）に事故あるときはその職務を
代理し、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）が欠けたときはその職務を行う。
この場合において教頭が２人以上あるときは、あらかじめ校長が教育委員会に届け出た順序で、そ
の職務を代理し、又は行う。 
 
（校長の代理・代行） 
第 52 条 学校教育法第 62 条において準用する同法第 37 条第５項に規定する副校長が校長の職務
を代理し、又は行う場合は、次の場合とする。 
 (１) 職務を代理する場合 校長が海外出張、海外旅行、休職又は１カ月以上にわたる病気等で
職務を執行することができない場合 
 (２) 職務を行う場合 校長が死亡、退職、免職又は失職により欠けた場合 
２ 前項の規定により副校長が校長の職務を代理し、又は行う場合及びそれが終了した場合は、校
長又は副校長は、教育委員会に報告しなければならない。 
３ 学校教育法第 62条において準用する同法第 37条第７項に規定する教頭が校長の職務を代理し、 
又は行う場合は、次の場合とする。 
(１) 職務を代理する場合 校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）が海外出張、
海外旅行、休職又は１カ月以上にわたる病気等で職務を執行することができない場合 
(２) 職務を行う場合 校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長）が死亡、退職、免
職又は失職により欠けた場合 
４ 前項の規定により教頭が校長の職務を代理し、又は行う場合及びそれが終了した場合は、校長、
副校長又は教頭は、教育委員会に報告しなければならない。 
 
（事務長等） 
第 53 条 学校には、事務長、事務主査、副主査、主任及び事務主事を置くことができる。 
 ２ 事務長は、校長の監督を受け、事務職員その他の職員が行う事務を総括し、その他事務をつ
かさどる。 
 ３ 事務主査は、事務長を補佐し、上司の命を受け、特定の事務を処理する。 
 ４ 副主査は、上司の命を受け、担任の事務を分掌する。 
 ５ 主任は、上司の命を受け、庶務、会計その他の事務を分掌する。 
 ６ 事務主事は、上司の命を受け、庶務、会計その他の事務に従事する。 
 
（その他の職員） 
第 54 条 学校には、必要に応じて、農業技術補佐員、調理員、用務員、警備員、副主査、主任及
び技術職員を置くことができる。 
 ２ 農業技術補佐員は、上司の命を受け、農業に関する労務に従事する。 
 ３ 調理員は、上司の命を受け、給食等に関する労務に従事する。 
 ４ 用務員は、上司の命を受け、学校の環境の整備その他の用務に従事する。 
 ５ 警備員は、上司の命を受け、学校の警備に従事する。 
 ６ 副主査は、上司の命を受け、技術に関する担任の業務を分掌する。 
 ７ 主任は、上司の命を受け、技術に関する業務を分掌する。 
 ８ 技術職員は、上司の命を受け、技術に関する業務に従事する。 
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（学校医等） 
第 55 条 学校には、非常勤の職員の職として、学校医、学校歯科医及び学校薬剤師を置くものと
する。 
 ２ 前項の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、教育委員会が委嘱する。 
 ３ 学校には、必要に応じて、臨時又は非常勤の職員の職として、講師等を置くことができる。 
 
（主任等） 
第 56 条 学校には、教務主任、学年主任、生徒指導主任、進路指導主任、保健主事、環境整備主
任、専修講座主任、図書視聴覚主任及び司書教諭を置く。ただし、特別の事情があるときは、教務
主任、学年主任、生徒指導主任、進路指導主任、環境整備主任、専修講座主任、図書視聴覚主任及
び司書教諭を置かないことができる。 
 ２ 教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する事項についての連絡
調整及び指導・助言に当たる。 
 ３ 学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項についての連絡調整及び
指導・助言に当たる。 
 ４ 生徒指導主任は、校長の監督を受け、生徒指導に関する事項をつかさどり、当該事項につい
ての連絡調整及び指導・助言に当たる。 
 ５ 進路指導主任は、校長の監督を受け、生徒の職業選択の指導その他の進路の指導に関する事
項をつかさどり、当該事項についての連絡調整及び指導・助言に当たる。 
 ６ 保健主事は、校長の監督を受け、学校における保健に関する事項の管理に当たる。 
 ７ 環境整備主任は、校長の監督を受け、学校の環境整備に関する事項をつかさどり、当該事項
についての連絡調整及び指導・助言に当たる。 
 ８ 専修講座主任は、校長の監督を受け、学校における科目履修生に関する事項をつかさどり、
当該事項についての連絡調整及び指導・助言に当たる。 
 ９ 図書視聴覚主任は、校長の監督を受け、図書視聴覚に関する事項をつかさどり、当該事項に
ついての連絡調整及び指導・助言に当たる。 
 10 司書教諭は、校長の監督を受け、学校図書館の管理運営にあたるとともに、生徒の読書指導
等図書館機能の活用に当たる。 
 
（学科主任等） 
第 57 条 ２以上の学科を置く学校には専門教育を主とする学科ごとに学科主任を置き、農業に関
する専門教育を主とする学科を置く学校には農場長を置く。ただし、特別の事情のあるときは、学
科主任又は農場長を置かないことができる。 
２ 学科主任は、校長の監督を受け、当該学科の教育活動に関する事項についての連絡調整及び指
導・助言に当たる。 
３ 農場長は、校長の監督を受け、農業に関する実習地及び実習施設の運営に関する事項をつかさ
どり、当該事項についての連絡調整及び指導・助言に当たる。 
 
（寮務主任及び舎監） 
第 58 条 寄宿舎を設ける学校には、寮務主任及び舎監を置く。ただし、特別の事情のあるときは、
寮務主任を置かないことができる。 
２ 寮務主任は、校長の監督を受け、寮務に関する事項についての連絡調整及び指導・助言に当た
る。 
３ 舎監は、校長の監督を受け、寄宿舎の管理及び寄宿舎における生徒の教育に当たる。 
 
（その他の主任等） 
第 59 条 学校においては、この規則に定めるもののほか、必要に応じ校務を分担する主任等を置
くことができる。 
 
（任命及び任期） 
第 60 条 第 56 条から第 59 条までに規定する主任等は、当該学校の教諭（保健主事にあっては教
諭又は養護教諭）のうちから、校長が命じ、教育委員会に報告しなければならない。 
２ 前項に規定する主任等の任期は、主任等に命じられた日から当該学年度の末日までとする。 
３ 前項に規定する主任等は、再任されることがある。 
 
（職員会議） 
第 61 条 校長は、その職務を補助させるため、職員会議を置く。 
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２ 職員会議は、校長が主宰する。 
３ 職員会議は、校長が必要と認めた校務について審議し、伝達を行い、及び職員相互の連絡調整
を行うものとする。 
４ 前項に定めるもののほか、職員会議について必要な事項は、校長が定める。 
 
（学校評議員） 
第 62 条 学校には、学校評議員を置く。 
２ 学校評議員は、校長の求めに応じて、学校運営に関し意見を述べることができる。 
３ 学校評議員は、校長の推薦に基づき教育委員会が委嘱するものとする。 
４ 学校評議員について必要な事項は、教育委員会が別に定める。 
 
（学校評価） 
第 63 条 校長は、学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を行い、その結果
を公表するものとする。 
２ 前項の評価を行うに当たっては、校長は、その実情に応じ、適切な項目を設定して行うものと
する。 
３ 校長は、第１項の規定による評価の結果を踏まえた当該学校の生徒の保護者その他の当該学校
の 関係者（当該学校の職員を除く。）による評価を行い、その結果を公表するものとする。 
４ 校長は、第１項の規定による評価の結果及び前項の規定により評価を行った場合はその結果を、
教育委員会に報告するものとする。 
 
（事務処理・公印） 
第 64 条 学校における文書処理、公印の取扱いその他の事務処理については、別に定めるところ
による。 
 
（職員の出張） 
第 65 条 職員の出張は、校長が命ずる。 
２ 校長が５日以上にわたって出張しようとするときは、あらかじめ教育委員会に届け出なければ
ならない。 
 
（職員の服務） 
第 66 条 この規則に定めるもののほか、職員の服務に関し必要な事項は、別に定めるところによ
る。 
 
（勤務時間等） 
第 67 条 職員の勤務時間、勤務時間の割振り、休日及び休暇等については、別に定めるところに
よる。 
 
（職員の休暇） 
第 68 条 職員の休暇は、校長が承認する。 
２ 前項の規定にかかわらず、引き続き３日を超える校長の休暇は、教育委員会の承認を得なけれ
ばならない。 
 
（私事旅行） 
第 69 条 校長は、私事のため海外旅行又は７日を超える県外旅行をしようとするときは、あらか
じめ教育委員会に届け出なければならない。 
 
（職務専念義務の免除） 
第 70 条 職員の職務に専念する義務の免除は、校長が承認する。ただし、校長の７日を超えるも
のについては、教育委員会が承認する。 
 
（職員の部分休業） 
第 71 条 職員の部分休業は校長が承認する。ただし、校長の部分休業は、教育委員会が承認する。 
 
（宿日直） 
第 72 条 学校は、必要があるときは、日曜日、土曜日、休日、休日の代休日その他正規の勤務時
間外において日直又は宿直を置くものとする。 
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２ 前項の日直又は宿直は、校長の命により職員が行わなければならない。 
３ 日直又は宿直に関しその他の必要な事項は、別に定めるところによる。 
 
（研修） 
第 73 条 職員が授業に支障のない範囲で勤務場所を離れて研修に従事しようとするときは、教育
委員会が別に定めるところにより校長の承認を受けなければならない。 
２ 校長は、前項の規定により研修に従事した職員に対し、必要に応じて研修報告書の提出を求め
ることができる。 
 
（事務引継） 
第 74 条 職員が、退職、辞職、配置換、休養、休暇等を命じられたときは、校長にあっては教育
委員会の指定する職員に、その他の職員にあっては校長の指定する職員に、担当事務を引き継ぐも
のとする。 
 
（職員の事故や進退に関する意見具申等） 
第 75 条 校長は、所属職員の任免その他の進退に関する意見を教育委員会に申し出ることができ
る。 
２ 校長は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに教育委員会に報告しなければ
ならない。 
 (１) 死亡したとき。 
 (２) 公務上の災害を受けたと認められるとき。 
 (３) 学校教育法第９条第１号、第２号又は第４号に該当することとなったとき。 
 (４) 地方公務員法（昭和 25年法律第 261 号）第 28条第１項第１号から第３号まで又は同条第 

２項各号のいずれかに該当すると認められたとき。 
 (５) 教育職員免許状の有効期限が満了前２月に達したとき。 
 (６) 病気休暇の期間が 30日を超えたとき。 
 (７) 病気休暇の期間が沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例（昭和 47年沖縄 

県条例第 43号）第 12条に規定する期間の満了前１月に達したとき。                       
 (８) 欠勤（職員が、教育委員会又はその委任を受けた者の命令、許可又は承認を受けないで、 

当該職員に割り振られた勤務時間内において勤務しない場合をいう。ただし、沖縄県職員 
の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第７条に規定する日を除く。）したとき。 

 (９) 前各号に掲げるもののほか、事故、非行その他服務上又は身分上の取扱いを要すると認め 
られる事実が発生したとき。 
 

第５章 施設・設備 
 
（管理責任者） 
第 76条 校長は、その所管に属する財産を管理しなければならない。 
 
（財産管理） 
第 77 条 財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に応じて最も効率的に、
これを運用しなければならない。 
 
（諸帳簿） 
第 78 条 校長は、施設及び設備（備品を含む。以下同じ。）に関する諸帳簿を整理し、その現有状
況を明らかにしておかなければならない。 
 
（寄宿舎） 
第 79 条 寄宿舎の管理運営に関する事項については、校長が定める。 
 
（実習船） 
第 80 条 実習船の管理運営に関する事項については、教育委員会が別に定めるところによる。 
 
（施設・設備の利用） 
第 81 条 校長は、学校の施設及び設備を別に定めるところにより社会教育その他公共のために利
用させることができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、10日以上又は異例の利用の場合には、あらかじめ教育委員会の指示
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を受けなければならない。 
 
（学校保健計画書及び学校安全計画書の提出） 
第 82 条 校長は、毎年３月末日までに、翌年度にかかる生徒及び職員の保健並びに安全に関する
事項について計画を立て、学校保健計画書及び学校安全計画書を教育委員会に提出しなければなら
ない。 
 
（防火管理者） 
第 83 条 校長は、消防法（昭和 23年法律第 186号）第８条の規定に基づき、学校の防火管理者を
定めて所轄の消防長又は消防署長に届け出るとともに、防火管理者指定報告書（第 22 号様式）に
より、教育委員会に報告しなければならない。 
２ 校長は、毎年度始めに学校の防火その他の防災の計画を作成し、教育委員会に報告しなければ
ならない。 
 
（非常持出） 
第 84 条 校長は、学校の重要な物品、文書、教育記録に関するもの等について、非常持出目録を
作成し、搬出すべき文書、物品等には、あらかじめ標識を付しておかなければならない。 
 
（火気取締責任者） 
第 85 条 校長は、各教室その他の室ごとに火気取締責任者を置き、常に火災予防及び火気取締に
当たらせる等防火管理上必要な業務を行う。 
 
（非常変災の措置） 
第 86 条 校長は、台風その他の非常変災が発生し、又は発生のおそれがあるときは、その状況に
応じて人命の安全と施設・設備の保全を図るため、適当な措置を講じなければならない。 
 
（き損亡失の報告） 
第 87 条 校長は、その所管に属する財産にき損又は亡失の事故が発生したときは、速やかに、事
故発生の日時、種別、被害の程度、原因、応急処置状況その他必要と認める事項を教育委員会に報
告しなければならない。 
 
（学校備付表簿） 
第 88 条 学校において備え付けなければならない表簿は、学校教育法施行規則第 28条に規定する
も ののほか、次のとおりとする。 
 (１) 学校沿革誌 
 (２) 卒業（修了）証書授与台帳 
 (３) 旧職員履歴書つづり 
 (４) 学校要覧 
 (５) 公文書つづり 
 (６) 統計調査表つづり 
 (７) 教育指導計画書つづり 
 (８) 転学者、退学者、留学者、休学者名簿 
 (９) 生徒賞罰関係つづり 
 (10) 職員進退給与関係つづり 
 (11) 職員旅行命令簿及び復命書つづり 
 (12) 願書届け出報告書つづり 
 (13) 宿日直日誌 
 (14) 警備日誌 
 (15) 職員会議録 
 (16) その他法令等に規定するもの 
２ 前項の表簿中第１号から第３号までは永年、第４号は 20 年、その他の表簿は５年間保存しな
ければならない。 
 
第６章 補則 
 
（委任） 
第 89 条 この規則の施行に関し必要な事項は、沖縄県教育委員会教育長が別に定める。 
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第 2 部 内規 

 

Ⅰ 職員の服務 

 

１．勤務時間の割り振り 

（趣旨） 

 第１条  この規程は、沖縄県教育委員会の所管する職員の勤務時間及び勤務時間の割り     

振りに関する規程（昭和 47 年 5 月 29 日教育委員会規則第 22 条）第３条の規定に基づき名護高

等学校に勤務する職員の勤務時間の割り振りに関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（勤務時間） 

 第２条  職員の勤務時間は次の通りとする。 

       午前８時３０分から午後５時００分まで 

 

（休憩時間） 

 第３条  職員の休憩時間は次の通りとする。 

     教育職員・・・・・・・・午後 12時 55分から午後１時 40分まで 

     行政職員・現業職員・・・午後 12時 15分から午後 1時 00分まで 

  

（週休日の振替） 

第４条  週休日にやむを得ず学校行事を実施するために勤務する場合は、週休日以外の     

日を勤務しない日として振り替えるものとする。 

 

（舎監の勤務時間の割り振り） 

第５条 舎監の勤務時間は、次の通りとする。 

    月曜日から木曜日・・・午前 6時 15分から午前 8時 30分まで 

                              午後 5時 30分から午後 11時 00分まで 

    金曜日・・・・・・・・午前 6時 15分から午前 8時 30分まで 

    日曜日・・・・・・・・午後 5時 30分から午後 11時 00分まで 

平成 26年 4月 1日より一部改正 

平成 30年 3月 20日より一部改正 
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２．職務に関する規程 

 

 第１条  学校運営を円滑に行う為に、教務部、情報処理部、進路指導部、生徒指導部、 

環境美化部、保健部、図書視聴覚部、学年部、事務部を置く。各部の各係は、関係職員と連絡し

合い、部の運営、学校運営の万全を図るものとする。各部は、主として次の事務を司る。 

 （１）部の所管事務の企画運営 

  （２）部会の運営 

  （３）関係委員会の運営 

  （４）関係公文書処理及び執行 

  （５）予算案の作成及び執行 

  （６）関係備品の管理及び帳簿の管理 

  （７）事務合理化の研究 

 

第２条  教科の世話係は、教科の責任者として、校務分掌の各係と連絡し合い、主として    

次の事務を司る。 

  （１）教科の重点目標の設定 

  （２）教科指導計画の作成 

  （３）教科書の副読本の選定 

  （４）教科研修会の立案及び運営 

  （５）教科受持ち時間案の作成   

  （６）学習指導のための調査研究 

  （７）教科に関する成績評価の統一 

  （８）成績不振生徒の指導対策 

  （９）関係備品、施設の管理及び帳簿の整理と保管 

  （10）他教科との連絡 

 

第３条  学年主任は、当該学年を統括し、校務分掌の関係各係と連絡し合い、主として次の事務

を司る。 

  （１）学年行事の企画、運営 

  （２）学年研修・学年会・拡大学年会の企画運営 

  （３）学級経営に関する指導・助言 
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  （４）各部・各学年との連絡調整 

  （５）学年の「総合的な学習の時間」に関すること 

  （６）卒業式に関する企画（３学年主任） 

 （７）学年 PTAの運営 

 

第４条 HR 担任は、HR の責任者として学年主任、教科世話係と連絡し合い、ＨＲの性格を熟知

して主として次の事項を司り、HR運営に万全を期するものとする。 

  （１）生徒の出席に関する事務（出欠の調査統計、保護者への連絡） 

  （２）生徒の個性調査、生活指導、健康管理、生徒環境調査票の作成 

  （３）諸表簿の整理保管（法定簿・・生徒指導要録、健康診断票等、出席簿 

        補助簿・・・成績一覧表、学習記録報告書、生徒環境調査票、その他） 

  （４）ＨＲ日誌の点検指導 

  （５）教室と担当区域の美化・清掃指導    

 （６）ＨＲで行う行事の指導監督 

  （７）納付金の督励 

  （８）進路指導 

  （９）保護者との連絡（学級懇談会、通知表の作成、家庭訪問、教育相談等） 

  （10）転・退・休・復学に関する手続きの世話 

  （11）ＨＲ年間計画の実施 

  （12）教室の管理 

  （13）下宿先、間借り先等の訪問 

  （14）その他ＨＲに関する事一切 

平成 30年 3月 20日より一部改正 

３．職員会議に関する規程 

（総 則） 

 職員会議は、校務の円滑な運営のために必要な事項の審議、職員相互の伝達、連絡、調整を行

う。その際審議内容を充分に尊重するように努める。 

 

第１条  

（１）校長は、その職務を補助させるため、職員会議を置く。 

（２）職員会議は、校長が主宰する。 
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（３）職員会議は、校長が必要と認めた校務について審議し、伝達を行い、及び職員相互の連絡 

調整を行うものとする。 

 

第２条  職員会議は、校長、教頭、事務長、教諭、助教諭、養護教諭、実習助手、事務職員、司

書、用務（以下職員という。）をもって組織する。 

 

第３条 

（１）職員会議は、必要のある場合には、適宜開くことができるものとし、月行事予定表に組み 

入れる。 

（２）会議の進行においては、勤務時間を考慮する。 

 

第４条  職員会議の議案は校長、教頭、各種委員会の委員長、校務分掌の主任及び学年主    

任が提出する。但し、各種委員会、校務分掌の部又は学年会等で事前に検討する事が出来ない議

案については、職員が議案を提出することが出来る。 

 

第５条   

（１）職員会議に上程する議案は、原則として、学校運営委員会の前日までに教頭に提出する。 

（２）教頭は、受け取った議案を整理して、学校運営委員会に提出する。なお、資料作成につい 

ては教務主任が担当する。 

（３）学校運営委員会は職員会議に上程する議案の原案を作成、前日までに職員へ配布して、職 

員会議が円滑に運営されるように努めなければならない。 

 

第６条 

（１）職員会議は、議案の性質により、当該議案の審議、及び処理を関係のある委員会、校務分 

掌の部又は学年会に付託することができる。 

（２）時間をかけて審議する必要のない簡易な議案及び緊急な議案については、職員朝礼で審議 

決定することができる。 

 

第７条 

（１）職員会議の記録係は、職員会議閉会前に記録の要点を読み上げてその確認をさせるものと 

する。 
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（２）職員会議録は教務部、教頭及び校長に提出し検印を受けなければならない。 

（３）職員会議録は、教務が保管し、職員が要求したときは閲読させるものとする。 

第８条 前項に定めるもののほか、職員会議について必要な事項は、校長が定める。  

 

附則  この規程は、平成 15年 4月 1日より施行する。 

平成 23年 4月 1日より一部改正 

平成 27年 3月 27日より一部改正 

 

４．職員週番に関する規程 

 

第１条  職員朝礼と全体集会を円滑に運営するためにこの規程を定める。 

 

第２条  構成は担任以外で担当し、割当は教務部が行う。 

 

第３条  期間は、基本的に毎週月曜日から金曜日までとする。 

平成 26 年 11 月 26 日より一部改正 

 

５．各種委員会の組織と任務 

 

１ 学校運営委員会 

（１）組織 校長、教頭、事務長、教務、生徒指導、進路指導、各学年主任、フロンティア科主 

   任とし必要に応じ、審議事項に関係ある教科代表等の職員を委員会に参加させることが 

   できる。 

（２）任務 ①学校経営に関すること 

           ②校務全般に関すること 

       

２ 校務分掌委員会 

（１）組織 教頭、各教科・各分掌代表、その他関係者 

（２）任務 ①校務分掌の組織・職務・構成員等の検討 

           ②ＨＲ担任、事務分掌係の割り振り 

           ③各種委員会に関すること 
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３ 生徒指導委員会 

（１）組織 教頭、生徒指導部、該当担任・該当学年主任 

（２）任務 生徒の指導及び懲戒に関すること 

 

４ 教育課程・時間割編成委員会（教科書選定検討） 

（１）組織 教頭、教育課程係、時間割係、各教科代表 

（２）任務 ①教育課程全般に関する調査研究と編成 

           ②クラス編成に関すること 

      ③時間割編成に関すること 

  

５ 上級学校推薦委員会 

（１）組織 教頭、進路指導部代表、生徒指導部代表、３学年担任及び学年主任、その他関係者 

（２）任務 上級学校への推薦に関すること 

 

６ 緑化施設委員会 

（１）組織 教頭、事務長、事務（施設）・環境美化部代表・用務員 

（２）任務  ①校地、校舎の施設設備、保全に関すること 

       ②緑化計画の策定に関すること 

            ③防災訓練計画の策定・実施に関すること 

 

７ 学寮運営委員会 

（１）組織 教頭、事務長、生徒指導部代表、舎監、寮務係 

（２）任務 学寮の管理運営、寮生の管理指導 

 

８ 国際交流委員会 

（１）組織 教頭、学籍係、フロンティア科主任、各学年代表、各教科代表、その他関係者 

（２）任務 岸本奨学生、その他国際交流全般に関すること 

 

９ 芸術鑑賞委員会 

（１）組織 教頭、図書視聴覚部代表、国語科代表、芸術科代表 

（２）任務 芸術鑑賞に関すること 
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１０ 派遣委員会 

（１）組織 教頭、事務長、部活係、学籍係、該当顧問 

（２）任務 派遣規定外の主催団体への派遣に関すること 

 

１１ 生徒支援委員会 

（１）組織 教頭、生徒指導部代表、学籍係、教育相談係、養護教諭２、該当担任、該当学年主

任及びフロンティア科主任、特別支援コーディネーター 

（２）任務   ①不登校の実態把握と対策 

       ②心因的理由により就学が困難な生徒への対応 

       ③特別支援を必要とする生徒への対応 

 

１２ 人権委員会 （セクハラ・パワハラ委員会兼任） 

（１）組織 教頭、養護教諭２、教育相談係、関係職員、関係機関の職員（必要に応じて） 

（２）任務 ①人権や個人の悩みに関すること   ②セクハラ・パワハラ等への対応 

 

１３ 学校保健委員会 

（１）組織 校長、教頭２、事務長、保健主事、養護教諭２、学校三師、教育相談係、生徒代表、 

   保護者代表、その他（保健所等） 

（２）任務 生徒と職員の保健管理と健康増進に関すること 

 

１４ 衛生委員会 

（１）組織 校長、教頭、事務長、職員代表３(養護教諭１)、産業医 

（２）任務 職員の健康増進に関すること 

 

１５ 学校徴収金検討委員会 

（１）組織 教頭、事務長、教務、進路、生徒指導、教科代表、ＰＴＡ事務 

（２）任務 学校徴収金にかかる事後処理の適正化、保護者の負担軽減の検討 
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１６ 総合探究委員会・キャリア教育委員会 

（１）組織 教頭、教務（企画）、生徒指導、進路指導（探究係･就職）、各教科代表、学年 

主任、フロンティア科主任 

（２）任務  ①キャリア教育に関すること 

                ②総合的な探究に関すること 

        ③インターンシップに関すること 

 

１７ 学力・体力向上推進委員会 

（１）組織 校長、教頭、進路、各教科代表、養護教諭２ 

（２）任務  学力向上対策（県指定研究）に関すること 

  

１８ 内規委員会 

（１）組織 教頭、事務長、教務、生徒指導、進路指導、情報処理、図書視聴覚、環境美化、 

   保健 

（２）任務 内規についての検討、改正案の作成 

 

１９ フロンティア科委員会 

（１）組織 教頭、フロンティア科主任、進路指導（主任、F科担当）、英語・数学・国語・ 

理科・社会各教科代表、フロンティア科担任 

（２）任務 フロンティア科に関すること 

 

２０ いじめ防止対策委員会 

（１）組織 校長、教頭、生徒指導主任、学年主任、教育相談係、養護教諭とし、必要に応じ学 

   級担任や部活動顧問等の職員を委員会に参加させる。また、必要に応じ「外部専門家」と 

   してスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、弁護士、医師、警察官等が参 

   加する。 

（２）任務 ①いじめ未然防止の取組とその進捗状況の確認 

②教職員の共通理解と意識啓発 

③生徒や保護者・地域への情報発信と意識啓発 

④いじめ事案の集約と対応 

⑤重大事態への対応 
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 その他の委員会は、必要に応じて委員会を組織し、委員、活動方針等を決め、委員会活          

動を進めていく。 

  平成 23年 4月 1日より一部改正 

平成 26年 3月 24日より一部改正 

平成 26年 11月 26日より一部改正 

平成 27 年 1 月 7 日より一部改正 

平成 27 年 3 月 27 日より一部改正 

平成 27 年 4 月 27 日より一部改正 

平成 27 年 5 月 27 日より一部改正 

平成 29 年 3 月 2 日より一部改正 

平成 30 年 3 月 20 日より一部改正 

令和 3年 4月 1日より一部改正 

 

６．公文書処理要領 

 

第１条  学校に到達した一切の文書は、事務部庶務係がこれを収受し、次の通り処理する。    

但し、休日及び平日の午後５時以降は警備員が一時保管する。 

 （１）学校長宛の親展文書は封のまま学校長に提出する。 

 （２）親展以外の学校又は学校長あて文書は開封の上、文書受付簿に日付、文書番号、件名、 

送付先を明記し、学校長の閲覧を経て、教頭、事務長に回付する。 

 （３）教頭は、回収された文書を閲覧の上それぞれの各部主任又は教科世話係 その他係職員 

に回付し、その処理を指示する。 

 （４）公文書はその種目区分によって保存期限が定められているので各部主任又は教科世話係 

その他関係職員は、事務処理後一週間以内に事務部庶務係に返付する。但し、コピーで 

回付した文書は返付しなくてもよい。 

  （５）事務部庶務係は各係から返付された文書をそれぞれ文書種目の区分に従って（※）整理 

し保管する。 

※教育庁文書編さん保存規定 第６条 第１種 20 年、第２種 10 年、第 3 種 5 年、

第 4種 3年、第 5種 1年 
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第２条  学校から発送する一切の文書は、事務部庶務係を通して発送し、次の通り処理する。但

し、生徒又は保護者への文書は各係から学級担任に依頼することができる。 

  （１）各部主任又は教科世話係その他関係職員において文案を起案し、事務長、教頭を経て校 

長の決裁を受け発送手続きを完了して事務部庶務係に回付する。 

  （２）事務部庶務係は回付された文書を浄書又は控えをとり、公文書発送簿に日付、番号、件 

名、発送先を記入し文書の控えにそれぞれ必要事項を記入して整理保管する。 

  （３）事務部庶務係発送文書のうち、託送、郵送するものは件名簿に、又郵送すべきものは 

郵便切手受払簿に登記して発送する。 

 

第３条  学校公表簿は、次の保存期間に従って整理し保管する。 

（１）学校沿革史    保存期間   永年  （２）学校日誌    保存期間 5年 

（３）日直日誌     保存期間   5 年    （４）保健日誌    保存期間 5年 

（５）出勤簿      保存期間   5 年    （６）教職員名簿   保存期間 5年 

（７）指導要録（学籍に関する記録） 保存期間    20 年 

（８）指導要録（指導に関する記録） 保存期間    5 年 

（９）指導要録抄本         保存期間    20 / 5 年 

（10）生徒出席簿    保存期間    5 年   （11）生徒学生健康診断票 保存期間 5 年 

（12）生徒学生健康診断票（歯・口腔） 保存期間    5 年    

（13）卒業生台帳   保存期間 永年 

（14）生徒転出入記録簿 保存期間    5 年  （15）身分、卒業証明発行簿 保存期間 1 年 

（16）通学、学割証明発行簿 保存期間 1 年 （17）成績証明発行簿 保存期間 1 年 

（18）初任者研修報告書・10 年経験者研修報告書 保存期間 5年 

 

      平成 23年 4月 1日より一部改正 

平成 26年 10月 29日より一部改正 

平成 26年 12月 4日より一部改正 

平成 29 年 3 月 2 日より一部改正 
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Ⅱ 生徒の管理指導・徴収金 

 

1.生徒異動事務 

 

１.転入学について 

（１）転入学希望者の在学する校長は次の書類を提出する。 

ア 転学願(写し)        イ 在学校長の転学依頼書 

ウ 在学証明書及び修得単位数明記の学業成績証明書 

エ 保護者及び本人の住民票 

（２）校長は転入学を希望する生徒に対して転入試験を行うことができる。 

ア 試験科目は英語・数学・国語の３教科とし、試験内容の検討と評価は当該教科で行う。 

イ 受け入れについては、転入理由・教育課程の履修状況・出席状況・学業成績・転入試 

験の結果を総合的に判断し、職員会議で決定する。 

（３）校長は転入学の理由が正当であって教育上支障がなく、かつ適当と認められる場合、相当 

学年に転入学を許可することができる。但し、転入の時期は原則として学期始めとする。 

（４）校長は学年、学級の収容定員を考慮して職員会議に諮り、転入学の許可・不許可を決定し、 

許可する生徒の学年、学級を発表する。 

（５）教育課程係は、転入学を許可された生徒を学級に編入し、事務長に通知する。 

（６）転学を許可された生徒は定められた日に保護者同伴で登校し、教頭、学籍係、教育課程係、 

学級担任、事務同席のもと次の連絡及び手続を行う。 

ア 本校で守るべき諸注意及び身分証明書の交付(学籍係) 

イ 本校教育課程の説明及び教科書・副読本等教材の購入方法(教育課程係) 

ウ 誓約書・保証書、生徒環境調査票、顔写真(4 葉)の提出(学級担任) 

エ 学校納付金の説明及び手続(事務) 

（７）学籍係は「転学許可書」を生徒の在学していた学校長に提出し、生徒指導要録の写し及び 

生徒学生健康診断票、生徒学生健康診断票（歯・口腔)の送付を請求する。 

（８）学籍係は、送付を受けた生徒指導要録の写し及び生徒学生健康診断票、生徒学生健康診断 

   票（歯・口腔)を学級担任に回送する。 

（９）学級担任は新たに当該生徒の生徒指導要録を作成し、転入学欄に必要事項を記入し、 

出欠の記録の備考欄に前に在学していた学校における出欠の概要等を記入する。 

 ※運用については別に定める。 
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２.転学について 

（１）学級担任は転学を希望する生徒がある時は、所定の転学願いを提出させ、副申書を添えて、 

教務、事務長、教頭、校長の許可を得、転学依頼書、成績証明書等を、学籍係を通じて送 

付する。 

（２）学籍係は、転学先から転入学許可の通知を受け、生徒の転学が確認されたとき転学願いに 

転入学許可の通知を添える。 

（３）学籍係は、生徒指導要録の写しと生徒学生健康診断票、生徒学生健康診断票（歯・口腔) 

   を転学先に送付し、生徒指導要録の原本、転学願、副申書、環境調査票に必要事項を記入 

   の上、転出者綴りに保管する。 

 

３．退学について 

（１）学級担任は、生徒が正当な理由によって退学を願い出たときは、所定の退学願いを提出さ 

せる。 

（２）学級担任は、退学願いに副申書を添えて学籍係、事務長、教頭を経て、校長の許可を受け、 

これを学籍係へ提出する。 

（３）学籍係は退学者名簿に記載し、退学願、副申書、生徒指導要録、誓約書（１年のみ）、生 

   徒学生健康診断票、生徒学生健康診断票（歯・口腔)、生活環境調査票、住民票謄本を学 

   級担任から受け取り、これを退学者綴りへ保管する。 

 

４．休学について 

（１）病気その他の事由により、３ヶ月以上出席することができない者は、保護者と連署の上、 

休学願に医師の診断書、その他事由を証する書類等を添えて校長に提出する。 

（２）校長は、前項の事由が適当であると認めるときは、休学を許可することができる。 

（３）休学の期間は３ヶ月以上１年以内とする。 

（４）引き続き休学の手続きを行ったときは、前項の規程に関わらず、当該休学を通算して３年 

以内の期間に限り延長することができる。 

（５）校長は、前項に定める休学の期間が満了し、なお復学できない者については、これを退学 

させるものとする。 

（６）休学の許可を受けた後、３ヶ月以内にその事由が消滅したときは、その事由を証明する書 

類を添えて休学取り消し願いを提出させ、その事由が正当と認められるときは、校長は休 

学の取り消しを行う。 
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（７）学級担任は、休学願いに副申書を添えて教務部、事務長、教頭を経て校長の許可を受け、 

これを学籍係に提出する。 

（８）学級担任は、生徒指導要録に必要な事項を記入し、これに休学願、副申書、誓約書（１年 

のみ）、生徒学生健康診断票、生徒学生健康診断票（歯・口腔)、生活環境調査票、住民 

票謄本を学籍係に提出する。学籍係はこれを休学者綴りに保管する。 

 

５．復学について 

（１）学籍係は、休学した生徒が事由の解消により復学を願い出たときは、復学願いを提出させ 

る。病気による休学の復学の場合は、診断書を要する。 

（２）校長は、復学の事由が正当と認められたときは、復学を決定することができる。 

（３）教育課程係は、復学を許可された生徒を相当学年・学級に編入する。学籍係は、「前記４ 

の（８）項」の保管された必要な書類を学級担任へ交付する。 

 

６．再入学について 

（１）退学した者が再入学を希望するときは、再入学願を校長に提出しなければならない。 

（２）校長は、再入学の事由が適当であると認めるときは、職員会議に諮り相当学年に再入学を 

許可することができる。 

（３）教育課程係は、許可された再入学者を相当の学年・学級に編入する。学籍係は、「前記３ 

の（３）」の保管された学籍書類一式を学級担任に交付しなければならない。 

 

７．死亡について 

（１）生徒が死亡した場合、学級担任は保護者に死亡届を提出させ、これを学籍係に提出する。 

（２）学籍係は、教務部、教頭を経て校長の許可を受け、退学者名簿に記載する。 

（３）学級担任は、生徒指導要録に死亡の事実等必要事項を記入し、副申書、誓約書（１年のみ） 

生徒学生健康診断票、生徒学生健康診断票（歯・口腔)、生徒環境調査票、住民票謄本を 

添えて、学籍係に提出する。学籍係は、これを退学者綴りに保管する。 

 

８．転科について 

（１） 普通科、フロンティア科の転科は認めない。 

平成 27年 3月 27日より一部改定 

平成 29年 3月 2日より一部改定 
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2．生徒の出欠席に関する規程 

 

第１条  欠席については、以下のように取り扱う。 

（１）正当な理由の無い欠席は、無届欠席とする。 

（２）欠席及び忌引きの際は、保護者が学校に連絡し手続きをとる。 

（３）一週間以上連続して病気等で欠席する場合は、原則として医師の診断書を提出させ 

   る。その際、ＨＲ担任は教頭に報告し、養護教諭に診断書を提出する。 

 

第２条  欠課については、以下のように取り扱う。 

（１）授業に出席しなかった者及び１５分以上遅れた者は、欠課とする。 

（２）正当な理由があって欠課をする際は、必ずＨＲ担任又は養護教諭に申し出て届け出をし、 

許可を受ける。但し、都合で手続きができなかった者は、後日直ちに手続きをとる。 

 

第３条  遅刻について、以下のように取り扱う。 

（１）始業時刻及び授業開始時刻（いずれもチャイムが鳴り終わった時点）に教室にいない者は、 

遅刻とする。 

（２）校時中に登校した場合、SHR は遅刻とする。 

 

第４条  次の項目に該当する者は、出席扱いとする。 

（１）派遣規程の条件を満たした対外試合の参加者。 

（２）学校が認めた健康診断に行く者。但し、用件が済み次第登校するように指導すること。 

（３）転学する者で、準備等で欠席した者。（転学願い提出月日から転学先の学校が受け入れた 

前日までの期間） 

（４）生活指導で授業に参加できない場合。 

（５）別室登校が職員会議で必要と認められた者（別室登校については生徒支援委員会規定に準 

ずる）。 

（６）その他、職員会議で認められた者。 

（７）けがや体調不良などで保健室に寄ったが校時途中に教室に戻った場合は、来室証明があれ 

ば遅刻ではなく、出席扱いにする。ただし、校時中２５分以上の休養は届出欠課扱いとな
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る。 

第５条 次の項目に該当する日数は、出席しなければならない日数には含まれない。 

（１）法令の定めにより学校長が出校停止を命じた場合。 

（２）忌引（父母７日 祖父母・兄弟姉妹３日 曾祖父母・叔父叔母１日 同居の親族１日） 

（３）学校教育法第１１条による懲戒のうち、学校長が停学を命じた日数。 

（４）受験旅行の条件を満たした進学及び就職の受験。（出席停止・忌引等の「等」の扱いとな 

る。） 

平成 26年 3月 24日より一部改正 

平成 27年 3月 25日より一部改正 

平成 28年 3月 25日より一部改正 

平成 29年 3月 2日より一部改正 

令和 3年 4月 1日より一部改正 

3．出席簿記入要領 

 

１．出欠管理は進路支援システムの勤怠情報管理において行う。 出席簿は補助簿とする。 

 

平成 26年 3月 24日より一部改正 

平成 27年 3月 27日より一部改正 

 

4．外国留学に関する規程 

 

第１条 この規程は、沖縄県高等学校管理規則第２９条により、生徒が外国の高等学校へ    

留学することに関し必要な事項を定める。なお、留学に関する審査等は国際交流委員会が行う。 

 

第２条 留学とは、本校に籍を置きながら外国の高等学校において学ぶことをいう。進級    

及び卒業を前提に留学をする場合は、手続・許可・単位の修得等の条件を満たさなければならな

い。 

 

第３条 留学を希望する者は、次の書類等を提出し、校長の許可を受けなければならない。 

（１）留学願 

（２）留学先高等学校が当該国における正規の後期中等教育機関であることを示す証明書 
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（３）斡旋団体の確認又は身元引き受け保証人の確認 

 

第４条 校長は、生徒が外国の高等学校へ留学を志願するとき、第３条の条件を満たし、    

教育上有益であると認められる場合、留学を許可することができる。 

 

第５条 出席状況不振者、学業不振者、生活態度不良な者は留学を許可しない。 

 

第６条 留学許可後、ＨＲ担任は次の学籍書類一式を学籍係に提出する。 

（１）生徒指導要録   （２）生徒学生健康診断票 （３）生徒学生健康診断票（歯・口腔)  

（４）生活環境調査票  （５）住民票謄本        （６）その他学籍書類 

 

第７条 留学を許可された者は、留学先高等学校において通学手続完了の後、速やかに次    

の書類を本校校長宛に送付しなければならない。 

（１）留学先の高等学校在学証明書 （２）留学先高等学校の教育課程表 

 

第８条 留学者が、留学の目的と異なる事態が生じた場合、留学許可を取り消す。 

 

第９条 留学中、第８条に該当したり、やむを得ない事由で留学を中止した場合、または    

進級や卒業に必要な単位を修得しない場合、その期間を休学として取り扱う。 

 

第 10 条  留学の時期は原則として、２学期始めとする。期間は１カ年を原則とするが、本    

人や保護者の申し出によりその理由が正当であると認められる場合は通算２カ年を限度に許可

することができる。 

 

第 11 条  留学を終了する者は、次の書類を提出し、校長の許可を受けなければならない。 

（１）留学終了届 

（２）留学先高等学校単位修得証明書 

 

第 12 条 単位の認定については、以下の通りに取り扱う。 

（１）校長は、留学を許可された者の留学先高等学校における学習内容及び活動等を総合的に評 

価し、留学の成果が十分であると認めたときは、留学先高等学校における履修を本校の履 
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修とみなし、進級又は卒業に必要な単位として認定することができる。 

（２）前項による単位の認定は、留学による単位とし、３０単位以内の範囲で認定する。認定に 

あたっては、包括的に扱うものとする。 

（３）留学により修得した単位は、留学出国時の当該学年の修得単位とみなす。 

 

第 13 条 進級・卒業については以下の通り取り扱う。 

（１）留学終了後、１２条における単位が認定された者は、留学出国時の一つ上の学年に進級す 

ることを認めることができる。 

（２）留学開始学年が３学年の生徒で、１２条の要件を満たした者は、卒業を認めることができ 

る。卒業の日付は学校長が定める。 

 

第１４条 この規定の運用に関する必要事項は別に定める。 

平成 29年 3月 2日より一部改正 

 

5．生徒表彰に関する規程 

 

第１条 表彰は、生徒の平素の学習態度、訓育において望ましい考え方や行動の誘発、促    

進の動機づけとして行う。 

 

第２条 表彰及びその時期、方法については、その教育的意義とそれの及ぼす心理的意義    

を充分に考慮し、職員会議に諮り決定する。 

 

第３条 賞の種類と基準は、次の通りとする。 

（１）名護高等学校賞（１名） ※「評定平均」とは 3年間の平均である。 

  ① 各学年を通じ、各科目に評定２以下がなく、評定平均が４.８以上であること。 

  ② 3年間を通して、遅刻（SHRと教科の合計）が６回以下、無届欠席０、無届欠課０の者で、 

生徒指導による懲戒を受けなかった者。 

  ③ ＨＲ、生徒会または部、学校行事（教科外活動）のすべての分野において他の生徒の模範 

となる者。   

 ④ 上記①、②、③すべての条件に該当する者で、当該担任が推薦する者。 
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（２）皆勤賞 

  ① ３カ年皆勤賞・・３カ年を通して、欠席、欠課、遅刻が全くない者。 

  ② 懲戒による停学指導を受けた者は該当しない。 

（３）特別活動賞   ※「評定平均」とは 3年間の平均である。 

  ① 技能、指導力及び人間性に優れ、生徒会活動や部活動及び、検定取得・大会出場等の文化・ 

学術的活動において顕著な実績を修めた者。 

     ・生徒会活動は１年以上務めた者 

     ・団体ベスト４以上、個人ベスト８以上、もしくは県代表 

  ② 評定平均が４.３以上である者。 

  ③ ３年間を通して、遅刻（SHR と教科の合計）が９回以下、無届欠席０、無届欠課０の者で、 

生徒指導による懲戒を受けなかった者。 

  ④ ＨＲ活動においても積極的に参加し、協力した者。 

  ⑤ 上記①、②、③、④すべての条件に該当する者で、当該担当教師が推薦する者。 

（４）その他の賞 

  ① １２ヵ年皆勤がいれば表彰する。 

 ② その他、必要と認める賞については、職員会議に諮り決定する。尚、名称についてはその 

都度検討する。 

平成 26年 1月 23日より一部改正 平成 28年 3月 25日より一部改正 

令和 3年 4月 1日より一部改正 

6．生徒派遣に関する規程 

第１条 この規程は高等学校教育の一環として、教育的諸活動への生徒派遣に関して必要    

な事項を定め、その適切な運用を期するために定める。 

第２条 学校代表の選手等は、次の各項の条件を備えていることを原則とし、本規定による取り

扱いで疑義が生じたときは、職員会議で審議する。 

（１）出席状況が各学期無届欠席７日以上、無届欠課、SHR 遅刻７回以上のそれぞれに該当しな 

い者で判断は次の基準による。 

   ①１学期の大会 前学年３学期の出席状況 

   ②２学期の大会 １学期の出席状況 

   ③３学期の大会 ２学期の出席状況 

（２）単位保留科目（単位保留懸念科目を含む）が４科目または 11単位以内の者で判断は次の 

基準による。 
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   ①１学期の大会 過年度（追試修得を除く。以下同じ。）の保留単位数の合計 

   ②２学期の大会 過年度の保留単位数と１学期の保留懸念単位数の合計 

   ③３学期の大会 過年度の保留単位数と２学期の保留懸念単位数の合計 

（３）大会当日に懲戒及び校納金未納による指導中でない者。応援時の参加もこれに準じる。 

 

第３条 派遣の期間は、大会参加に支障をきたさない最短期間とする。ただし、県外への    

派遣に際しては職員の承認を受けて数日前から認めることもある。 

 

第４条 派遣の経費は、ＰＴＡ選手派遣費、県高体連補助金、県高野連補助金、県高文連補助金

を以って充てる。 

平成 28年 3月 25日より一部改正 

 

（県内派遣） 

第５条 県内への生徒派遣は以下の通りとする。 

（１）県高文連、県高体連、県高野連、その他本校が加盟する諸連盟、諸団体または教育的文化

的諸機関の行う行事に教育上必要と認められる場合に行う。 

（２）平日（出席扱いに関わる場合）の生徒派遣について 

  ① 高校総体県予選と県高校新人大会は部員全員派遣を認めることができる。 

  ② ①については、そのいずれかを全国大会沖縄県予選に替える事ができる。 

  ③ 文化部も①に準ずる。 

  ④ 野球部は、夏と秋の大会を①に当てる。 

  ⑤ ①、②、③、④以外の大会は、職員会議に提案する。 

（３）諸登録料に関しては、団体登録料のみ実費を支給する。 

（４）大会参加料は、所属する各協会各連盟が主催及び共催する大会に年３回まで支給す   

る。支給の対象は、団体戦は１チームとし、個人戦は県高校総体の参加資格のチーム数までとす

る。尚、文化系の大会もこれに準ずる。 

（５）派遣費については、以下の通りとする。 

  ① 体育系クラブの派遣費適用は、年間３大会とする。但し、離島開催の大会派遣費につい 

   ては県外派遣規程に準ずる。 

  ② 文化系クラブの派遣費の適用は、年間３大会とし、発表展示等の参観は５人以内まで支給 

   する。但し、離島開催の大会派遣費については県外派遣規程に準ずる。 
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  ③ 派遣費適用人数は、試合登録人数とする。（マネージャー１人を含む） 

  ④ 試合が南部地区で行われる場合、宿泊を認める。 

  ⑤ 試合が中部地区・那覇地区で行われ、第一試合の場合、宿泊を認める。 

  ⑥ 派遣費交通費を以下の通りに、地区別に定める。派遣費は交通費・宿泊費（１泊３６００ 

円）の５割とする。 

北部１（大宜味村・東村・国頭村）                   1,000円 

北部２（宜野座村・金武町・恩納村・本部町・今帰仁村）          500 円 

北部３（名護市）                             0円 

中部 （うるま市・読谷村・嘉手納町・北谷町・宜野湾市・ 

北中城村・中城村・西原町・沖縄市）   2,000円  

那覇・南部（上記以外の市町村（離島を除く））             3,000 円 

  ⑦ 九州大会・全国大会等が県内で開催され、大会に参加する場合、県内派遣の３大会に数え 

   ない。 

  ⑧ 主催団体からチームや個人への補助がある場合、ＰＴＡ選手派遣費に償還する。但し、国 

体はその限りではない。 

 

 （県外派遣） 

第６条 県外への生徒派遣は以下の通りとする。 

（１）全国及び九州の高文連・高体連・高野連の主催する大会または共催・後援する大会とする。 

（２）派遣人員の取り扱いについては、原則として、派遣費適用人数とする。但し、その他の生 

徒の派遣については保護者の了解を得て、職員会議に提案する。 

（３）派遣の適用は、県内の公式大会で成績優秀と認められ、所属する連盟から沖縄代表として 

推薦された場合派遣する。混成チームの県代表となった場合は、推薦された選手のみを派 

遣する。  

（４）派遣費適用は、最短期間と試合登録人数（マネージャー１人を含む）分とする。 

（５）派遣費は、航空運賃・交通費・宿泊費・宿泊に含まれない食事代（昼食代 600円、夕食代 

1,000 円）の５割とし、参加料は全額支給とする。 

（６）主催者が経費を負担する招待がある場合には派遣する。 

（７）派遣予算計画書は、必要最小の経費で作成すること。 

（８）主催団体からチームや個人への補助金がある場合、ＰＴＡ選手派遣費に償還する。但し、 

国体はその限りではない。 
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（９）大会参加及び派遣費については職員会議の承認を得ること。 

 

第７条 引率は派遣人数、１５人につき１人とする。 

 

第８条 派遣費請求の際、本島内大会の場合は、ＰＴＡ会計に提出する。県外・離島の大会の場

合は、職員会議の承認後、ＰＴＡ会計に提出する。 

 

第９条 生徒・教職員以外の派遣については、別に定める。 

平成 26年 3月 24日より一部改正 

平成 27年 3月 27日より一部改正 

 

7. 自然災害時における生徒の登校および安全確保に関する規程 

 

（風水害（台風等）の場合） 

第１条 暴風（特別）警報等発表時における学校の臨時休業や生徒の安全確保については、平成

26 年 7 月 31 日教保第 10257 号「暴風（特別）警報等発表時における学校の臨時休業及び園児・

児童・生徒の安全確保について（通知）」の通りとする。 

 

第２条 暴風（特別）警報等の解除に伴い、正午までに解除された場合、５校時より授業を行う。

正午以降の解除は引き続き臨時休業とする。 

 

第３条 暴風（特別）警報等が解除されたにもかかわらず、事故・暴風被害等の関係で登校でき

なかった生徒の出欠取り扱いは、その都度職員会議で審議し決定する。 

平成 26年 12月 4日より一部改正 

 

8．バススト時における生徒の登校に関する規程 

 

第１条 全面バスストの場合は次の通りとする。 

（１）授業は、平常通り実施する。 

（２）Ａ地区の生徒は、時間通りに登校とするが、遅刻については、柔軟に対応する。Ｂ地区の 

生徒はできるだけ登校するように努力するものとし、登校困難なものは、出席扱いとする。 

Ａ地区・・本部線方面は、屋部までの地区。伊豆味線方面は、中山までの地区。                  

羽地・辺土名線方面は呉我・仲尾次までの地区。二見線方面は、世冨慶までの地区。恩納
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線方面は、数久田までの地区。 

Ｂ地区・・本部線方面は、安和以降の地区。辺土名線方面の真喜屋以降の地         

区。恩納線方面は、許田以降の地区。久志・久辺地区。 

 

第２条 部分バスストの場合は、欠路線についてのみ、１条に準ずる。 

平成 26年 12月 4日より一部改正 

 

9．学生寮 寮則 

 

（目的） 

第１条 県立名護高等学校寄宿舎（学寮）は、本校及び県立名護商工高等学校の在籍生徒で就学

困難な生徒の就学支援を行う施設として、規則正しい学寮生活を通して人格の形成と学力向上に

努め、社会に有為な人材を育成することを目的に、学寮規則を定め学寮運営と寮生の指導に当た

る。なお、学寮運営及び寮生の管理指導において、学校長が最終責任を負うものとする。 

 

（学寮運営委員会） 

第２条 学寮の管理運営及び寮生の管理指導のため、学寮運営委員会を設置する。 

学寮運営委員会は教頭・事務長・生徒指導部代表・舎監で構成し、委員長は委員から選出する。 

 

（舎監） 

第３条  

１．舎監の勤務時間は次の通りとする。 

   午前６時から午前８時３０分までと、午後５時３０分から午後１１時まで 

２．舎監の業務は以下の内容とする。 

  （１）保護者の代行者として家庭的雰囲気作りに努め、寮生指導をする。 

  （２）寮生が自己確立できるように努める。 

  （３）寮生の親睦のため、学寮行事を計画する。 

  （４）寮生が自主学習できる雰囲気作りを行う。 

  （５）環境の整備と寮生の健康管理を行う。 

  （６）寮生の保護者との連絡を密に行う。 

  （７）寮生の生活における、必要事項の報告連絡を行う。 
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  （８）規則正しい生活のため、生活指導を行う。 

  （９）学寮運営委員会において、施設設備の管理と運営、寮費の収支、寮生の生活指導に関 

することを協議する。 

    （10）各部屋の定期点検（月２回）を行う。また、緊急の場合等必要に応じて部屋点検を行 

う。 

    （11）学寮日誌の作成・記入 

（12）代直割当計画表の作成 

（13）その他、学寮運営・管理に関すること。 

   

（代直） 

第４条 舎監の代直については、金・土曜日、祝祭日前日は「宿直」、土・日曜日、祝祭日は「日

直」を行う。また、夏期休業中においては「日直」を行う。ただし、閉寮期間を除く。代直は本

校の職員を以て、以下の要領で行う。 

   １．土・日曜日、祝祭日の日直（８：３０～１７：３０） 女子職員が当たる。半日に割 

り当てても良い。 

     ２．金・土曜日、祝祭日の前日の宿直（１７：３０～翌８：３０）男子職員が当たる。 

３．夏季休業中の日直（８：３０～１７：３０） 男女を問わず、通常勤務として、全職 

員が当たる。半日に割り当てても良い。 

４．業務  代直の勤務時間及び業務内容は舎監業務内容に準ずる。 

 

（寮費・会計報告） 

第５条 学寮運営の経費は寮費及び入寮費を持ってあてる。金額は以下の通りとする。 

  １．寮費（１ヶ月）      ２４，０００円 

  ２．入寮費（入寮時のみ）        ３，０００円 

  ３．寮費は毎月 10 日までに指定銀行口座に振り込むことを原則とする。あるいは、舎監に

直接支払いする。 

  ４．寮費を三ヶ月滞納する生徒は退寮とする。 

  ５．舎監及び会計は１２月と３月に寮費会計収支決算報告を保護者会及び学寮運営委員会に 

行うこととする。 

 

（閉寮期間） 
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第６条 学寮の閉寮期間は次の通りとするが、明確な期間は学校行事を考慮して決定する。 

  １．夏季    ８月上旬～８月下旬 

  ２．冬季   １２月下旬～翌年１月上旬 

  ３．入試期間  ３月 

  ４．学年末   ３月下旬～４月上旬 

 

（問題行動） 

第７条 問題行動については下記の通り（Ａ）（Ｂ）に定め、問題行動が有った生徒については

学寮運営委員会に諮り処分を決定する。 

  １．問題行動（Ａ）は以下の内容とする。 

   （１）飲酒及び同席 

   （２）喫煙及び同席 

   （３）異性間の部屋の出入り 

   （４）学校の懲戒指導を受けた場合 

   （５）部外者の無断出入り・宿泊をさせた場合 

   （６）無断外出・外泊 

      （７）いじめ・暴力行為等があった場合 

  ２．問題行動（Ｂ）は以下の内容とする。 

   （１）学寮の秩序を乱す行為や寮生の本分に反する行為 

   （２）舎監の指導に応じない場合 

   （３）学寮生活心得を遵守しない場合 

      （４）正当な理由がなく点呼に欠席する場合 

   （５）その他指導が必要と思われること 

  ３．問題行動の処分内容は以下の通りとする。 

   （１）問題行動（Ａ）処分内容 

      ①問題行動１回目は、１ヶ月程度の自宅通学一時退寮とする。 

      ②問題行動２回目は、退寮とする。 

   （２）問題行動（Ｂ）の処分内容 

         ①違反１回目  保護者同伴 校長厳重注意 

      ②違反２回目  １ヶ月程度の自宅通学一時退寮 

         ③違反３回目  退寮 
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     なお、（Ａ）（Ｂ）違反回数は学年進行の累積とする。 

 

（入寮更新） 

第８条   

１．寮生は学年末に入寮更新手続きを行うこと。手続きを行わない者は退寮とする。 

２．学寮運営委員会は入寮更新の可否に関しては、寮内の生活態度・校内の勤怠状況・学習

成績等を基に審議する。更新が認められなかった寮生は退寮とする。 

３．更新手続き提出書類は以下の通りとする 

   （１）学年末成績証明書（１・２年生） 

   （２）生活環境調査書 

   （３）保険証の写し 

   （４）保証人の証明書（変更者のみ） 

   （５）その他必要なもの 

 

（学寮自治組織） 

第９条 学寮に自治組織を置く。 

  １．寮長     ２名（男女各１名）   

  ２．副寮長        ２名（男女各１名） 

  ３．生活班 美化班 レク班 

４．その他必要に応じて設置 

   必要に応じて活動に取り組む 

 

（学寮生活心得） 

第 10 条 寮生は学寮規則を遵守し、学寮規則第１条の目的を達成するため、以下のことを学  

寮生活心得として日課を実践すること。 

 

  （１）舎監の指導の下、学寮規則並びに学寮生活心得を遵守し、学寮の秩序を守るため規則 

正しい生活を営む。 

  （２）自己実現に向かって自主自律の涵養と自主学習に努める。 

  （３）共同生活を通して協働・協和の精神を身につける。   

  （４）学寮の雰囲気作りと良い伝統確立に努める。 
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  １．学寮日課 

    日課は次の通りとし、寮生は日課を守り生活すること。 

   ７：３０        朝の点呼 

   ７：１５～８：１５   朝食 

   ８：２０        登校 

  １６：００        下校 

  １８：３０～２０：３０  夕食 

  １８：３０～２２：００  入浴 

  ２１：００        門限・夜の点呼・清掃 

    ２２：００        学習時間 

  ２３：００        消灯 

   

  ２．門限   

門限は午後９時とする。塾や部活動の大会等で門限に間に合わない場合は、事前に舎監に

連絡し許可を受けること。 

 

  ３．欠席・外出・外泊・帰省届 

  （１）欠席届は本人が記入し、舎監の許可を受けること。舎監と保護者は欠席生の理由を当 

該学校（担任）へ連絡すること。 

  （２）寮生は早退する場合は担任へ連絡すること。担任は舎監・教頭へ連絡すること。 

  （３）外出の際は舎監に連絡し、許可を得ること。 

（４）寮生の外泊は認めない。但し、親族の引き受け人がいる場合は保護者の確認のもと、 

特別に許可する。 

（５）寮生は帰省する場合、帰省届を提出し、保護者から寮へ連絡を入れる。 

（６）台風等の自然災害を含めた閉寮の場合、原則として帰宅とする。ただし、離島・遠隔 

地の生徒の場合は保証人が引きとる。病気の場合も、これに準ずる。 

 

  ４．部外者   

  （１）部外者の建物への立ち入りや宿泊は認めない。但し、家族はその限りではない。 

    （２）部外者等の面会人は面会記録簿に記入し、舎監の許可を得ること。 
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  （３）面会時間は、午後８時３０分までとする。 

 

   ５．部屋の使用 

    （１）部屋の使用は同居者と協力し、常に整理整頓・衛生的に使用すること。 

   （２）部屋の備品等の使用は大切に取り扱い、壁への釘打ち等は禁止とする。 

    （３）部屋での食事や、食堂の食器を部屋に持ち込むことは禁止とする。 

  （４）外出する場合は戸締まり・施錠を徹底すること。     

    （５）ＴＶ・ＴＶゲーム・ビデオ・電気ストーブ・冷蔵庫等電化製品の部屋への持ち込みは 

禁止する。 

 

  ６．学習時間・学習室利用 

    （１）学習時間は自学習に取組み、学力向上に努めること。 

    （２）学習室は協力して使用し、私物等を置かないこと。 

    （３）学習室使用は２３：００までとする。 

 

   ７．点呼・清掃 

    （１）午前７時半と午後９時に点呼を行う。点呼には全寮生徒は必ず出席すること。 

    （２）学寮内の美化・衛生管理のため美化清掃活動を行うこと。 

    （３）ゴミの分別は徹底すること。 

 

   ８．食堂の利用 

    （１）食事は午後８時半迄とする。食後の食器等の片付けは各自で行うこと。 

    （２）食堂のテレビ視聴は午後１０時までとする。 

    （３）午後１０時以降の食堂利用は、舎監の許可を得ること。 

  （４）休日の食堂利用は、生徒用備え付け調理器具を利用すること。利用後は食器等片づけ 

を行い、衛生面に注意すること。 

    （５）調理室の無断使用は禁止する。 

 

 ９．その他 

  （１）入浴時間は午後１０時までとし節水に努めること。 

 （２）洗面室・洗濯室の衛生保持に努めること。また、私物は置かないこと。 
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 （３）アルバイトは原則認めない。但し、学校の許可を得ている者は認めるが、午後９時 

（門限）に間に合わすこと。 

 

  この規則は 平成２１年３月１９日 改正し 平成２１年４月１日施行する。 

 この規則は 平成２７年２月１８日 改正し 平成２７年４月１日施行する。 

平成 27年 3月 27日一部改正。 

 

10．学校徴収金に関する規程 

 

この規程は学校徴収金の納付に関する必要な事項を定めるものとする。 

 

（管理監督者の職務） 

第１条 管理監督者の責務は次のとおりとする。 

（１）校長は、学校徴収金全般について把握し、その執行に当たり関係職員に対し必要な指導 

及び監督を行うものとする。 

（２）教頭は、学校徴収金の執行に関与し、関係職員に対して必要な指導及び監督を行うものと 

する。 

（３）事務長は学校徴収金の執行に関し、公費に準じた会計処理及び現金の出納が行われるよう、 

関係職員に対して必要な指導及び監督を行うものとする。 

 

（学校徴収金検討委員会） 

第２条 学校徴収金検討委員会の役員は次のとおりとする。委員長は教頭、委員は事務長、各学

年・各教科・各部署代表者、ＰＴＡ（保護者代表）、ＰＴＡ会計、歳入担当事務職員をもって構

成する。    

 

(徴収金額） 

第３条 学校徴収金の金額は、各担当者が学校徴収金審議依頼書を提出し、学校徴収金検    

討委員会で審議し決定する。 

 

 

（学校徴収金の納付時期） 
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第４条 学校徴収金は年３回に分割して口座振替で徴収する。ただし各月の納付期限は     

下記のとおりとする。ただし、口座振替日が祝祭日、週休日にあたる場合はその翌営業日とする。 

 （１）４月分 ４月２５日 （新入生についてはオリエンテーション時） 

  （２）７月分 ７月１０日 

  （３）９月分 ９月１０日 

 

（転学及び転籍の場合の学校徴収金） 

第５条 転学又は転籍した場合は、転学、転籍した翌月(転学した日が月の初日の場合はその月

まで徴収）以降の学校徴収金については返還する。 

 

（休学者の学校徴収金の免除等） 

第６条 休学した生徒については休学した日の属する月の翌月（休学した日が月の初日で   

あるときは、休学した日の属する月）から復学する日の属する月の前日までの学校徴収金は免除

する。 

 

（徴収の猶予） 

第７条 経済的に困窮していると認められる場合は、学校徴収金の徴収猶予を受けること   

ができるものとする。 

（１）「学校徴収金猶予願」を校長に提出し、学校徴収金検討委員会で認められた場合は、３ 

ヶ月に限り、徴収猶予を受けることができる。 

（２）猶予期間中は猶予願いを提出した生徒への督促は行わない。 

 

（督  促） 

第８条 猶予期間経過後も納入に応じない者、又は、猶予願いを提出せずに納入に応じない場合

は教頭で督促（指導）にあたる。  

 

（会計処理） 

第９条 学校徴収金の執行は「私費会計処理方針」に基づき行うものとする。 

（１）執行しようとするときは「支出伺書」に必要事項を記入し決済を受ける。 

（２）原則として、口座により徴収金を管理し、収支が確認できるようにする。 

（３）執行終了後は、速やかに決算報告書を提出する。また、決算を持ち越す場合については、 
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各年度毎に会計報告をする。 

（４）会計に関する文書等は、後任者に引き継ぐとともに会計年度終了後５年間保存する。 

 

（諸 帳 簿） 

第 10 条 会計処理にあたり次の帳簿を置く。 

 （１）現金出納簿 （２）証拠書類綴 （３）預金通帳等 

 

（会計職員） 

第 11 条 会計職員はＰＴＡ事務職員と県歳入事務担当者とする。 

 

（会計監査） 

第 12 条 会計監査は保護者代表（ＰＴＡ会計監査員）が行う。 

執行状況を把握するため、年度中途で中間監査を教頭、事務長で行うことができる。 

 

（会計年度） 

第 13 条 会計年度は４月１日に始まり翌年の３月３１日に終わる。 

 

 附則 この規程は、平成２２年４月１日から改定。平成２３年４月１日一部改正。 
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Ⅲ 考査・評価・単位認定・進級・卒業 

 

１．考査に関する規程 

 

第１条 考査は、定期考査（中間・期末・学年末・卒業）、実力テスト、繰り上げ考査、追認考

査、及び臨時考査とする。但し、繰り上げ考査は次の通りとする。 

（１）受験日が卒業試験と重なる場合は、成績が卒業可能と認めた者については、所定の繰り上 

げ卒業試験を受験させる。 

（２）繰り上げ卒業試験の期日は一月下旬を原則とし、その期日は教務（時間割係）が職員会議 

に提案する。 

（３）受験許可願い（進路指導部発行）が、学校長に受理された者に限る。 

 

第２条 定期考査の時間割は、一週間前に発表する。 

 

第３条 定期考査の心得は次の通りとする。 

（１）考査が円滑に行われるように万全の注意を払い、全責任を持ってこれにあたる。 

（２）考査開始に１５分以上遅れた者には、その考査を受けさせない。 

（３）考査時間内での答案提出、及び退出は認めない。 

（４）考査中に不正行為を発見した時は、その場で答案を回収し、考査終了後、直ちに教科担任、 

学級担任、生活指導部、教務部へ連絡する。 

 

２．成績評価と進級・卒業に関する規程 

 

第１条 単位の認定は、学校管理規則第３５条に基づき、学校長がこれを行う。 

 

第２条 次の各号に該当した生徒は、単位を認定する。 

（１）その科目の評定が「２」以上の者。 

（２）その科目の出席時数が年間授業時数（３５×単位数）の３分の２以上の者。 

 

第３条 次の各号のいずれかに該当する生徒に対しては、単位の認定を保留する。 

（１）その科目の評定が「１」の者。 
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（２）当該科目の欠課時数が年間授業時数の３分の１を越える者で、第 12条で定める出席時数 

不足を補った結果、評定が「１」の者。 

 

第４条 評価は学習指導要領に示されている教科・科目等の目標を基準として行うものと   

する。 

 

第５条 成績の評価は、以下の資料に基づいて行う。 

   （１）定期考査、（２）臨時考査、（３）研究物・レポート・宿題、 

   （４）制作物及び実技、（５）平素の学習態度 

 

第６条 評価は前条の資料に基づき、毎学期次のような段階を経て総合評価する。 

        得点→評価点（総合評価） 

（１）得点 

ア 定期考査を基本に臨時考査を加味した点数 

イ 実技・実習を伴う教科にあっては、これによる点数と筆記試験による点数を加えた 

もの。但し、筆記試験の点数と、実技・実習の点数の比率は各教科で定める。 

（２）評価点 

ア 評価点の算出は、第５条、第６条本文に基づいて行われるが、その方法は教科で定め 

る。 

イ 各学期の評価点は６５点が平均となることを原則とする。但し、フロンティア科 

の平均はその進度・内容（難易度）を考慮し、教科の判断で７５点とする裁量を認める。 

（３）授業時数不足による評価不能科目について 

  ア １・２学期は、学習記録報告書に評価点を記入する。 

  イ 学年末は、学習記録報告書・成績一覧表・生徒指導要録に、評定を空欄にし、それぞれ 

備考欄に未履修と記入する。 

 

第７条 評価については、１・２学期は評価点で、学年末には各学期の評価点の平均を基    

にして次のように５段階で表示する。 

     80～100・・５、 65～79・・４、 50～64・・３、 35～49・・２、 ０～34・・１ 

 

第８条 不受験の取り扱いは、次の通りとする。 
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（１）忌引、出席停止、校長が認めた公的理由による欠席、不可抗力による欠席のため考査を不 

受験したときは、本人の実力を推定してその１００％以内で評価する。病欠等のため考査 

を不受験した時は、本人の実力を推定してその８０％以内で評価する。本人の実力につい 

ては教科の判断とする。 

（２）前項に該当し、再試験の実施は教科の判断とする。 

 

第９条 考査期間中の停学者の受験の取り扱いは次の通りとする。 

（１）停学中の者にも、定期考査等の受験を認めるものとする。但し、停学指導中という点を考 

慮し、別室で受験させる。 

（２）考査中不正行為をした者は、その教科のテスト成績は０点とし、それ以降（停学中）の試 

験科目は別室で受験させる。 

 

第 10 条 下記の各号いずれかに該当する者は原級留置とする。 

（１）休学その他の事由により当該学年の出席日数が出席すべき日数の３分の２に満たない者。 

（２）３分の 1を超える欠課時数科目がある者（「総合的な学習の時間」を含まない）。 

 

（１/３を越える生徒）＝{総欠席時数－(忌引＋出停)}÷{(35×単位数)－(忌引＋出停)} 

 

（３）「総合的な学習の時間」については出席時数が当該学年において、１単位（35 単位時間） 

の３分の２に満たない者。 

（４）当該学年において、ＬＨＲの出席時数が１単位（35単位時間）の３分の２に満たない者で、 

かつ補習を受けない者。 

 

第 11 条 単位保留科目に対する追認考査については次の通りとする。 

（１）追認考査の対象者及び実施時期 

  ア 学年末において、単位保留者は、追認考査の対象者となる。 

  イ 追認考査は、以下のように行う。 

      ○２学年については、５月・９月・１月・３月（過年度分） 

      ○３学年については、５月・９月（過年度分） 

                          ２月（当該年度・過年度分） 

                          ３月（当該年度・過年度分） 
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      ○卒業未認者については、５月・９月・２月 

（２）追認考査の受験手続き等 

  ア  受験を希望する者は、定められた期間に所定の申込書を提出する。 

  イ 正当な理由がある不受験者については、後日追認考査の機会を与える。 

  ウ 申し込みをしない者、申し込んだが正当な理由がなく受験しない者は次回の全科目の追 

認考査を受けることができない。 

 エ 第 10条の規定によって原級留置になった者は、追認考査を受けることができない。 

   ※正当な理由とは病欠・不可抗力による欠席、忌引き及び校長が認めた公的理由による欠 

席とする。それ以外の場合は職員会議で審議する。 

（３）学校長は、追認考査の結果合格と認定された者に対して、当該科目の単位の修得を認定す 

る。 

（４）追認考査の結果、単位の修得を認定された当該科目の成績評価は「２」とする。 

（５）追認考査の合格者の事務上の処理 

  ア 追認日は統一する。 

  イ 学年末に実施される追認考査の結果による学習記録報告書及び成績一覧表の訂正は、現 

学級担任が行う。（「１」を＝で訂正し、「２」とする。備考欄に認定日を記す。） 

  ウ 生徒指導要録への記入 

     追認考査において認定された場合、評価「１」を＝で訂正し、「２」と記す。備考欄に 

認定日を記す。 

  エ 成績会議の記録については訂正を加えない。 

 

第 12 条 出席時数不足の生徒への配慮は各学期毎に次の通りとする。 

（１）正当な理由（診断書を添えた病欠等）があって、出席時数が不足した者に対しては、不足 

時数を補充授業や課題の提出等適当な方法で補うものとする。 

   実技、実習を伴う教科・科目については、教科会議等で定めた時間数の補充授業または、 

それに相当する実技・実習指導を行うものとする。 

（２）特別な事由があって時数不足になった生徒の補充授業等については、職員会議で審議する。 

 

第 13 条 普通科およびフロンティア科における卒業及び進級については次の通りとする。 

（１）卒業の認定 

  ア 学校の定めるすべての教育課程の履修が認定され、７４単位（「７４単位」とは教科科 
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目に限る）以上修得した者は卒業を認定する。 

  イ  卒業式までに行う１回の追認考査の結果、７４単位以上修得した者については、卒業を 

認定する。（注：３月１日の卒業） 

 ウ 卒業式後に行う追認考査の結果、卒業単位（７４単位以上）を満たした場合、卒業を認 

定する。 

（２）進級の認定 

  ア 上記第１０条に該当しない者は進級を認定する。 

 

第 14 条 第 10条の規定に基づき原級留置となった生徒は、全科目再履修しなければならない。 

 

第 15 条 卒業未認定者及びその取り扱いについては次の通りとする。 

（１）卒業未認定者は、翌年度は３学年に在籍（履修はしない）し、追認考査（５月・９月・２ 

月）を受験することができる。ただし、追認考査を受けることができる期間は１カ年とし、 

その期間内に単位の修得をなし得なかった者は成業の見込みがない者と判断し、当該年度 

末で退学の処理をなすものとする。 

（２）追認考査の結果、卒業に必要な単位数を取得した者は、校長が卒業を認定する。卒業の日 

付は認定された学年度の卒業年月日とする。 

（３）卒業未認定者の授業料は、沖縄県高等学校授業料等徴収条例に則って徴収する。 

 

第 16 条 転校生並びに休学生の出席日数の算定は転入前の学校及び休学前における出席日数を

通算したものとする。 

 

 附則 この規程は、平成 15年 4月 1日より施行する。平成 17年 2月 25日一部改正。 

    平成 18年 3月 22日一部改正。平成 22年 3月１８日一部改正。 

平成 22年 4月 15日一部改正。平成 22年 4月 21日一部改正。 

平成 27年 3月 27日一部改正。平成 27年 4月 27日一部改正。 

 

３．実力テスト実施要領 

 

第１条 目的 

実力テストは、生徒自身に自己の学習到達度を確認させることを目的とする。 
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第２条 実施方法は次の通りとする。 

（１）第１回実力テスト 

      対象は全学年。科目は国語、数学、英語。時期は４月初旬。 

      原則として試験範囲は、既習範囲とする。 

（２）第２回実力テスト 

      対象は全学年。科目は国語、数学、英語。時期は、９月初旬。 

      原則として試験範囲は、既習範囲とする。 

 

第３条 発表方法は、平均点を勘案して、順位・氏名・点数を全受験生の２割を限度とし、        

掲示する。 

 

第４条 実力テストの成績は、評価に加味することもできる。 

 

平成 26年 10月 29日一部改正。 

令和 2年 3月 18日一部改正。 
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Ⅳ 生活指導 

 

１．生活指導関係の基本事項 

 

第１条 学期に規定数以上の遅刻をする者は、段階的な指導を行う。但し、届出による遅刻は、指

導の対象としてはカウントしない。 

 

第２条 学期に規定数以上の無届欠席のある者、規定数以上の無届欠課のある者は段階的な指導

を行う。 

 

第３条 服装違反した者は、生徒指導部による段階的な指導を行う。 

 

※ 第 1条～第３条の規定数と段階的な指導の内容は生徒指導部の指導方針に準ずる。 

 

第４条 交通安全指導は次のように取り扱う。 

（１）学校内への車輌の乗り入れ及び、学校管理下での車輌運転は禁止する。但し、学校管理下 

とは登下校、校時中、部活動（休業日も含む）及びその他の学校行事等とする。 

（２）運転免許を取得する者は、保護者同伴の上、同意書、安全運転誓約書を提出するものとす 

る。 

 

第５条 車輌運転違反については、次のように取り扱う。 

（１）学校内(寄宿舎含む)に車輌で乗り入れた者、及び学校管理下において車輌運転をした 

ものは、その度合いに応じて懲戒指導を行う。 

（２）道路交通法違反(交通三悪・暴走行為を含む)は停学とする。 

 

第６条 飲酒した者、又はその席に同席した者は停学とする。 

 

第７条 喫煙をした者、又はその席に同席した者は停学とする。 

 

第８条 深夜徘徊をした者は、特別指導とする。但し、深夜徘徊を繰り返した者は訓告とする。 
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第９条 定期考査、実力考査において、不正行為をした者は訓告とし、その教科テスト成績を０点

とし、それ以降の試験科目は別室にて受験するものとする。また共同行為、幇助、考査終了後の不

正行為も同じ指導とする。 

 

第 10 条 第４条～第８条において、段階的な指導を行っても改善のみられない者、反社会的な行

為を行った者に対しては停学とする。謹慎の指導内容については生徒指導委員会や職員会議で決

定する。 

 

第 11 条 指導を行っても改善のみられない者は、これまでの指導をふまえ、生徒指導委員会で審

議の上、その指導方法を職員会議へ提案する。 

 

第 12 条 法律違反をした者は停学とするが、その期間はその行為の度合いによって生徒指導委員

会がその指導方法を職員会議へ提案する。 

 

第 13 条 性行不良で改善の見込みがない者や学校の秩序をみだし、生徒の本分に反した者は、生

徒指導委員会が審議し、その指導方法を職員会議へ提案する。 

 

２．生徒懲戒に関する規程 

 

第１条 この規程は、沖縄県高等学校管理規則第 44 条に基づき、生徒の非行を予防し又     

は反省させるために設ける。 

 

第２条 懲戒等の指導方針及び指導内容 

（１）初回、２回の数え方は在学中を通して別件も含めて校則違反として累計する。 

（２）同時、重複した場合は重い方を１回として数える。 

（３）停学中は原則として保護者責任の下、自宅謹慎であるが、事情によっては学校謹慎を行う。 

（４）訓告中は原則として学校謹慎を行う。 

（５）停学、訓告中は日誌指導を行い、課題等を全て終了させ、反省が十分と思われる者は指導 

を解除する。 

（６）停学指導、訓告指導は生徒指導委員会を中心として全職員で行い、その提案及び解除は生徒 

   指導委員会を経て職員会議に諮る。 
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３．校内外生活の生徒心得 

 

（１）午後 10時以降は夜間外出をしてはいけない。 

（２）校外で事故が生じた場合、直ちに学校に連絡する。 

（３）校外における集会は健全な場所で開き、学校に連絡し許可を得ること。 

（４）不健全な飲食店や娯楽場へは出入りしない。 

（５）外出時は、生徒らしい服装を心掛け、交通道徳を守ること。 

（６）アルバイトは、原則禁止とする。事情によりアルバイトをする場合は、必ず学校へ届け出る

こと。但し、酒類の提供を主とする店及び高校生としてふさわしくない職種や場所でのアル

バイトは認めない。又（１）の時間を守ることを条件とする。 

（７）外出の際は、行先を家庭に告げる。保護者の了解のない外泊はしない。 

（８）校外においても校則は守ること。 

（９）校内へは学習用具以外持ち込まない。 

（１０）校外への外出は昼食時のみとする。  

 

４．合宿、キャンプ等について 

 

第１条 合宿、キャンプ等実施の際は、ＨＲ担任や顧問、保護者を交えて検討し、生徒指導部へ 

届け出て事前準備を充分行うこと。 

 

第２条 原則として次の諸条件を満たすＨＲ、部活動等に、合宿、キャンプ等実施の許可を学校長

が行う。 

（１）生徒は全員保護者の承諾書を必要とする。 

（２）ＨＲ、部活動等在籍の３分の２以上の参加を要する。 

（３）教諭１人以上の引率者を必要とする。但し、ＨＲキャンプの際は保護者 1人以上の引率者 

も必要とする。 

（４）期間は一週間以内とする。 

（５）休日や長期休暇中を利用し、実施する。 

（６）届出用紙、実施計画書、保護者承諾書を期限内に提出する。 

平成 30年 4月 18日より一部改正。 

令和 2年 3月 18日より一部改正。 
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Ⅴ 進路指導 

 

１．受験と出願手続における取り扱い 

 

第１条 受験する生徒は、受験許可願を学校長に提出する。 

 

第２条  

Ⅰ．出席扱いは、次の通りとする。 

（１）健康診断を受ける場合は、原則として午前中または午後の半日を出席扱いとする。なお、

出願手続等により欠席する場合は、届出の欠課とする。 

 

Ⅱ．出席停止・忌引等の扱いは、次の通りとする。 

（１）県内の受験は、試験日とその前日を出席停止・忌引等の扱いとする。 

（２）県外の受験は、試験日の２日前から試験の翌日までを出席停止・忌引等の扱いとする。但 

し、出席停止・忌引等の扱いの日数を超えた時の日数分は、届出欠席となる。又、２、３ 

の学校を受験する場合も同じである。 

  試験日が１日     試験日が２日の場合    ２校以上受験の場合 

  1・2・3・4     1・2・3・4・5       1・2・3・4・5・6・7・8・9 

  出   試 帰         出    試 試 帰            出   試  出 届 出 出 試 帰 

  発  験 沖         発    験 験 沖            発   験  停 欠 停 停 験 沖 

                                                         等    等 等 

                                                         扱    扱 扱 

平成 26 年 3 月 24 日より一部改正 

 

２．推薦入試及び大学推薦基準 

 

第１条 推薦入試の受験を希望する生徒は下記の基準を満たしている者とする。 

（１）学業成績 

 イ.志望校の推薦基準に適していること。 

  口.志望校が基準を示していない場合は、評定平均値の基準を以下の通りとする。 

  ４年制大学・・３．０以上  
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  短期大学・・２．９以上  

  専門学校・・・・・２．７以上 

  ハ.１、２学年における単位をすべて修得していること。 

（２）勤怠状況 

  イ.生活指導で学校謹慎指導を伴う訓告及び停学の指導を受けていない者であること。 

     ①但し、過去に学校謹慎指導を伴う訓告及び停学の指導を受けた者であっても、その後の 

生活態度学習態度が良好な者については、推薦委員会で審議のうえ、職員会議に諮り、認 

められた者については大学等の推薦を許可することができる。 

     ②前項の規程に関わらず、学校謹慎指導を伴う訓告及び停学が２回以上の生徒及び３学年 

に学校謹慎指導を伴う訓告及び停学がある生徒は、その限りではない。 

  口.全学年を通じて無届欠席、無届欠課、朝の SHRの遅刻が各々30回以下であること。 

     かつ３学年の無届欠席、無届欠課、朝ＳＨＲの遅刻 10回以下であること。 

（３）健康状況が良好であること。また届出欠席、届出欠課が多い者については、推薦委員会で 

審議し、必要に応じて職員会議に諮り、認められた者については、大学等の推薦を許可す 

ることができる。 

（４）学資負担能力が十分であること。 

（５）保護者の承諾を受けていること。 

（６）合格した大学に入学する意志が明確であること。但し併願を可とする大学等においてはそ 

の限りではない。 

 

第２条 大学、短大から、本人の資質や能力を認め推薦の要請があった生徒で第１条を満たして

いない者は、推薦委員会を経て職員会議で審議する。 

 

第３条 審議の結果適当と認められた生徒は、一つの志望校へ推薦する。但し、その志望校に不

合格となった場合は、審議して第２志望校に推薦することができる。 

 

第４条 大学、短大から推薦人員の制限がある場合、進路指導部の指定する模擬試験の成績を審

議の対象とする。 

 

第５条 国立大学への推薦を希望する者は、大学入試センター試験の受験を義務づける。 
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第６条 推薦入試で合格後に学校謹慎指導を伴う訓告及び停学指導を受けた者に対しては、本校

からの推薦を取り消すことができる。 

 

第７条 その他、必要事項については推薦委員会で審議する。 

 

 附則  この規定は、平成 18年４月１日より施行する。 

平成 23年 9月 22日より一部変更。 

平成 26年 10月 29日より一部変更。 
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Ⅵ 施設・設備の使用規程 

 

１．体育館の使用規程 

 

第１条 この規則は、体育館内部室・練習場等を常に清潔に保ち設備品等を完全な状態で使用す

ることを目的とする。 

 

第２条 体育館を使用できる者は、本校生徒、職員とする。但し、学校長が特に許可した者は、

この限りではない。 

 

第３条 月曜日から金曜日の体育館の開閉は、夏は 8時 30分から 19時 45分、冬は 8時 30分か

ら 19 時 15分までとする。但し、学校長が必要と認めたときは、この限りではない。 

 

第４条 体育館の休館日は次の通りとする。但し、学校長が認めるときは、使用を許可する。 

 （１）祝祭日と日曜日及び休業日 （２）その他必要と認めた期間 

 

第５条 体育館に次の係及び責任者をおく。 

 （１）管理係 （２）各部室別責任者 （３）体育館施設備品係 

  （４）舞台施設係 （５）電気、照明、放送施設係 （６）一般施設備品係 

 

第６条 使用心得は次の通りとする。 

 （１）常に整理整頓を心掛ける。 

 （２）施設・備品を破損し、落書きをしないこと。 

  （３）許可無く、施設・備品を改装したり、位置の移動をしないこと。 

  （４）節電・節水・火気等の管理に留意すること。 

  （５）上履の履物で床上に出入りしないこと。履物携帯の時はビニール袋に入れること。  

（６）掲示物は、手続を経て所定の場所を利用すること。 

 （７）館内に宿泊しないこと。但し、学校長が許可した場合はその限りではない。 

 （８）体育館は、許可なく、その目的以外に使用しないこと。 

 （９）体育館に飲食物を持ち込むことを禁止する。 
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第７条 体育館の施設備品を破損したり紛失した場合、相当代価を支払うこと。 

 

２．水泳プールの使用規程 

 

第１条 この規定は、水泳プールの使用と管理に関し、必要な事項を定め、常に清潔に保ち安全

に使用することを目的とする。 

 

第２条 利用できる者は、本校生徒職員とする。但し、学校長が許可した者は、その限りではな

い。 

 

第３条 プールの開館の期間は、４月６日から 10 月 31 日までとし、利用時間は、８時 30 分か

ら 18 時までとする。但し、学校長が必要と認めたときはその限りではない。 

 

第４条 プールの休館日は、日曜日・祝祭日・休業日・その他学校長が必要と認めた期間とする。

但し、学校長が使用を認めたときは使用を許可することができる。 

 

第５条 使用する者の心得は以下の通りとする。 

（１）常に整理整頓と衛生管理に務め、飲食物を持ち込まないこと。 

（２）施設設備を大事に扱い、節電・節水・火気の管理に務めること。 

（３）水泳をする時は、必ず本校職員の指導者が管理すること。 

（４）心臓病等の内蔵疾患、皮膚病、トラコーマ、中耳炎の者、又は健康上水泳停止を命じら 

れている者は、泳いではならない。 

（５）水泳の際は、水着を着用する。水着の下から、下着・パンツ・サポーターを着用しないこ 

と。 

（６）履物は出入口の靴箱に置き、プール内に土足で入らない。 

（７）水着着用の前に用便を済ませる。貴重品は持ち込まない。 

（８）プールに入水する前は、必ずシャワーを浴びる。 

（９）準備運動は、全身にわたって行う。 

（10）入水は、指導者の指示に従い、充分安全に留意する。 

（11）水泳中のたん・つば・鼻水は必ずオーバーフローより捨てる。 

（12）水泳途中トイレを使用した者は、再度、シャワーを浴びてから入水する。 
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（13）使用終了後は、施設設備の現状に回復すること。 

（14）部活動及びＨＲの使用の際は、担当教師が指導にあたること。 

 

第６条 使用者は、施設備品を破損したり、備品を紛失した場合、相当代価を支払うこと。 

 

第７条 指導者は、事故・疾病・設備管理のため以下の事に留意すること。 

（１）安全教育指導    （２）水泳前の健康チェック   （３）衛生管理指導 

（４）準備運動・整理運動の指導   （５）使用心得 

 

第８条 プール管理者は、設備の維持のため以下の項目を管理する。 

（１）日常水質検査・・気温、水温、残留塩素、ｐＨ、透明度 

（２）機器管理・・消毒装置、濾過器、ポンプ、ヘヤーケッチャー 

平成 28 年 3 月 25 日より一部改正 

 

３．部室の使用規程 

 

第１条 部室の割当は、毎学年始めに部活係が行う。 

 

第２条 部活顧問は、該当部の部室を管理点検する。部活係は、部室全体の管理を行う。 

 

第３条 部活動以外の目的で、部室の使用を認めない。 

 

第４条 使用心得は次の通りとする。 

（１）部室の使用は早朝と放課後から下校時間までとし、校時中は使用や入室を認めない。 

（２）部室を使用できる者は、当該部員のみとし部外者の入室は認めない。 

（３）部室内は、許可なく改良したり、落書きをしない。 

（４）部室内には私物や電化製品を持ち込まない。飲食や火気の使用は厳禁とする。 

（５）部室の鍵は、顧問と部長でこれを管理し、使用後の施錠に務める。 

（６）部員の管理不徹底による施設の破損は、その部で責任をもって修繕を行う。 

（７）部室内外を常時清掃し整理整頓と衛生管理に務める。部室の外に洗濯物を干さないこと。 
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第５条 部員が部室の使用規程に違反したり管理できない場合は、学校長がその部室の閉    

鎖を命じ、部室使用を停止する。 

 

４．部活動について 

 

第１条 部活動は、当該部顧問の管理下、活動するものとする。 

 

第２条 部活動の時間は、以下の通りとする。 

 （１）通常時 

        夏時間（３月～10月）は、19：30まで部活動を終了し、19：45までには完全下校する。 

        冬時間（11月～２月）は、19：00まで部活動を終了し、19：15までには完全下校する。 

 （２）テスト一週間前、テスト期間中の練習時間は１時間を限度に、17：30 終了とする。 

 

５．セミナーハウス利用細則 

 

（１）施設利用について 

 ① 宿泊研修を希望する団体は、年度当初に年間利用計画書を係に提出する。 

 ② 引率者は、利用許可申請書を学校長に提出し、許可を受ける。 

 ③ 宿泊をともなわない利用の際も、利用許可申請書を提出すること。 

 ④ 生徒の自宅の電話番号、健康保険所番号を記入の上、保護者に同意書を提出させる。 

 ⑤ シーツのクリーニング代金として必要金額を徴収すること。 

 ⑥ 宿泊研修は１週間以内とする。ＨＲ研修については、別に定める。 

⑦ 原則として外来者の出入りは認めない。 

 ⑧ 施設は、常に清潔に心がけて「来た時よりも美しく」をモットーとする。 

 ⑨ 研修期間中、学校施設外への外出及び外泊は認めない。 

 ⑩ 火気の取り扱いには、管理を徹底すること。 

 ⑪ 残飯の処理はその日で行うこと。 

 ⑫ 寝具はシーツカバー、枕カバーを使用させ、一人一枚ずつとする。 

 ⑬ ゴミは、名護市の分別方法に従って処理すること。 

 ⑭ 生徒に健康管理の指導を行い、異常の際は、適切な処理を行う。 

 ⑮ 戸締りと火気点検を確実に行い、最終点検は引率者が責任を持って行うこと。 
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 ⑯ 電球の取り替え・石油・ガスの補給・シーツ出しは利用者が行う。 

 ⑰ セミナー会費処理は事務が担当する。 

 

（２）生徒の心得について 

 ① 挨拶等生活マナーを心掛け、研修日程の時間を厳守すること。 

 ② 各自の持ち物の管理に気を付け、生理整頓に心掛ける。 

 ③ 服装については、高校生らしい服装とする。 

 ④ 施設備品は、大切に扱うこと。破損や紛失の際、本人負担もある。 

 ⑤ 研修に必要ない備品は、持ち込まない。 

 ⑥ 施設の清掃は、宿泊研修中、毎日行う。 

 ⑦ 就寝前の火気点検、戸締りは必ず行い、指導教師に連絡すること。 

 ⑧ 火気の管理には、留意すること。 

 ⑨ 消灯時間（午後 11時）を守り、消燈後は速やかに就寝し他人の迷惑にならないようにす 

る。 

 ⑩ 健康上の異常やトラブル等は、常に指導員と連絡をとること。 

 ⑪ 利用規則を守り、指導員の指導に従うこと。 

 

（３）ＨＲ研修について 

 ① 年間の使用回数を２回以内とし、１回につき１泊２日を原則とする。 

 ② 申込書及び計画書は、一週間前に提出する。 

 ③ 担任を含めて２人以上が引率として宿泊すること。 

 ④ クラスの３分の２以上の生徒が参加すること。 

 ⑤ 旧クラスの使用は、認めない。 

 ⑥ 利用規則及び生徒心得を順守すること。 

 

平成 28 年 3 月 25 日より一部改正 

 

 

 

 

 



Ⅵ － 6 
 

６．学校車輌の管理運用に関する規程 

 

第１条  この規程は、学校車輌の管理に関し、必要な事項を定め、安全かつ効率的運用を図るこ

とを目的とする。 

 

第２条  学校車輌の所有者は、後援会会長とし、管理責任者は校長とする。 

 

第３条  学校車輌の管理運営に必要な業務の担当者は、次のとおりとする。 

  （１）教頭は、学校車輌の管理・運営に必要な業務の総合調整を行う。 

  （２）教頭は、学校車輌の点検・整備について連絡調整を行う。 

  （３）部顧問会は、学校バスの使用調整を行う。なお、代表者は、部活動係とする。 

 

第４条  学校車輌の管理・運営に必要な経費は、ＰＴＡ派遣費より支出する。 

 

第５条  バスの使用優先順位は、次の通りとする。なお、外部への貸出は認めない。但し、    

学校関係に関しては教頭で調整する。 

  （１）学校行事。学校行事における学級での使用。 

  （２）公式大会や公式発表会への参加。 

  （３）部活動における対外練習、生徒会行事 

  （４）学級活動、学校職員及びＰＴＡ会員の研修活動。 

 

第６条  学校車輌を使用する団体の責任者（以下責任者という）は、所定の許可願に必要    

事項を記入し、教頭に申し込み、使用する前日までに調整し承認を得る。なお、原則として使用

台数は１団体につき１台とする。 

 

第７条  学校車輌使用責任者は、使用分の燃料費を負担する。（短距離でも、満タンで返却する

こと。） 

 

第８条  学校車輌の使用責任者及び運転者は、次の事項を遵守すること。 

（１）学校車輌の運転者は、本校職員か PTA 会員で、当該免許所持者とする。 

       生徒の引率で運転する場合、本校職員の運転を原則とする。 
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（２）出発前点検（燃料、冷却剤、オイル、ブレーキ、タイヤ等）を実施する。 

（３）運行日誌を記入し、常時安全運転に努める。    

（４）乗員定員を守ること。 

（５）目的以外の使用や他者への貸出をしない。 

（６）使用後は車輌の手入れ及び車内外の清掃をする。 

（７）対人・対物の事故又は自損行為による事故があった場合は、速やかに処理し、事故報告書 

を作成して教頭に提出する。 

（８）運転手の道路交通法違反による罰金・罰則等は当該運転者及び使用責任者の責任とする。 

 

第９条  学校車輌の管理運営のため、以下の諸帳簿を備える。 

  （１）使用予定表 （２）使用許可願   （３）運行日誌 

平成 27 年 3 月 27 日より一部改正 

 

７．図書館利用規程 

 

第１条 本校図書館は、本校の教育課程の展開に寄与し、生徒・職員の教養と趣味の助成に役立

つことを目的として運営する。 

 

第２条 図書館は、本校の生徒・職員・PTA 会員・卒業生及び校長の許可を得た者に利用を供す

る。 

 

第３条 図書館の開館時間及び休館日は、次の通りとする。 

 （１）開館 原則として、平日の午前 9時から午後７時まで。 

 （２）休館日 

   (ア)学校行事の日 (イ)土曜日、日曜日、祝祭日 

   (ウ)蔵書点検期間 (エ)図書館運営上、休館の必要があると校長が定めた日 

 （３）長期休業時の休館については、別に定める。 

 

第４条 閲覧は開架方式をとり、館内の図書・資料は自由に閲覧できる。 

 

第５条 図書の貸出については、次の通りとする。 
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（１）貸出は、本校所属の生徒・職員に限り行う。 

（２）貸出は、１人５冊までとする。 

（３）貸出期間は返却日を含めて７日以内とする。但し、再手続きにより継続を認める。 

（４）次に該当する図書は、館外貸出はしない。但し、係の許可を得たものはこの限りではな 

い。 

   ①禁帯出の図書 ②定期刊行物（最新版のみ）③課題として指定された図書・資料  

（５）返却は、本人が責任を持って行う。 

（６）紛失した図書や著しく破損した図書は、現物で弁償するものとする。 

（７）貸出期間を超過し、催促に応じない者には、貸出を停止することができる。 

（８）貸出と返却の具体的な方法は、別に定める。 

 

第６条 各教科・ＨＲ等で図書館を利用する場合、前日までに SA.netに登録する。 

 

第７条 利用心得は次の通りとし、心得を遵守しない者は、係員が退館を命ずる。 

 （１）館内では、静粛を旨とし、他の利用者の迷惑となる行為はしない。 

 （２）図書・備品等は破損の無いように利用し、使用後に所定の位置に戻す。 

 （３）閲覧室においては飲食を禁ずる。 

 （４）図書の無断持ち出しを禁ずる。 

平成 27 年 1 月 7 日より一部改正 

平成 28 年 2 月 15 日より一部改正 

令和 2年 3月 18日より一部改正 

令和 3年 4月 1日より一部改正 

 

８．校内放送に関する規定 

 

第１条 校内放送をする場合は原則として、全体に関わる放送・緊急時の放送に留める。 

平成 29 年 3 月 2 日より一部改正 
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９．校内掲示に関する規定 

 

第１条 この規定は、掲示に関する秩序を維持し、学校美化を図りつつ、生徒職員への伝達・案

内を目的とする。 

 

第２条 学校敷地内の掲示物は、学校長の承認を持って掲示し、環境美化部でこれを管理する。 

 

第３条 掲示物は所定の掲示板を利用する。掲示物は掲示担当者により掲示期間および掲示担当

名を記す。掲示期間を過ぎた掲示物は掲示担当者により撤去する。 

 

第４条 生徒会及び各クラブ等の掲示物は、顧問を通じて生徒会の認印を受け、掲示期間を設け、

所定の掲示板に掲示する。 

 

第５条 進路部専用の掲示板は進路部でこれを管理する。 

 

平成 26年 10月 29日より一部変更 

平成 28 年 2 月 15 日より一部改正 

令和 2年 3月 18日より一部改正 
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Ⅶ 諸要項 

 

１． 学校評価実施要項  

 

１、目 的 

この要項は、校長が、学校の教育目標や教育計画等を年度当初に保護者や学校評議員、地域住

民等に 説明するとともに、それらの達成状況等に関する学校評価を実施し、その成果を公表す

ることにより、学校運営や教育活動の改善・充実、教職員の資質・能力の向上を図り、より一層

地域に開かれた学校づくりに資するために定める。 

 

２、運営組織 

（１）上記目的を達成するために「学校評価委員会」を設置し、学校長の学校運営構想に基づき、 

学校評価の「計画」・「実施」・「反省」・「公表」等の企画・立案・運営にあたる。 

（２）「学校評価委員会」の構成 

学校評価委員会は校長・教頭２・事務長・各分掌の代表・各教科代表をもって構成する。 

ただし、各分掌の代表で出席する委員は所属する教科の代表も兼ねることができる。 

 

３、 計 画 

（１） 学校運営計画の策定 

教育活動が、学校教育目標の具現化のために効果的に機能しているか等の点検、及び生徒 

自身も自己点検できるために策定する。前年度の成果と反省、今年度の重点目標、具体的 

目標等を策定する。 

（２） 評価項目の設定 

校長は、地域や学校の実態に応じて適切に評価項目を設定する。次の三つの評価の種類で 

行ない、それぞれ次の項目を必置とする。ただし、項目は必要に応じて見直しが出来るも 

のとする。 

   ① 教職員による内部評価 

      教育目標、教育計画、各教科・科目指導、総合的な学習の時間、特別活動、生徒指導、 

進路指導、健康・安全指導、環境美化、研究・研修、家庭・地域社会との連携 

  ② 教職員以外による外部評価（保護者・学校評議員・地域） 

      学校運営、総合的な学習の時間、特別活動、生徒指導、進路指導、健康・安全指導、家 
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庭・地域との連携  

   ③ 本校生徒による評価    

      上記①②を参考にし、弾力的に行う。生徒自身が自己反省できる評価項目を設定する。 

（３） 説明  

年度当初に、学校運営計画（学校運営計画、評価項目）等を生徒、保護者や学校評議員、 

地域住民に説明する。 

 

４、 実  施   

上記の「計画」（学校運営計画、評価項目）を着実に実施するとともに、必要に応じてそ             

の見直しを図る。 

 

５、 評 価   

（１） 評価者   評価者は基本的に下記の通り行なう。 

   ① 内部評価    全教職員を対象に行なう。 

   ② 外部評価    保護者・学校評議員・地域住民等を対象に行う。 

    ③ 生徒評価     本校生徒を対象に行う。 

（２） 評価の時期及び評価の場 

    ① 形成的評価を行ない、課題点・改善点を明らかにしつつ、３月には最終評価を行ない、 

次年度の「計画策定」の参考にする。 

    ② ＰＴＡ諸機関、学校評議員の会議、アンケート等多様な方法で行ない、画一的にならな 

いように配慮する。 

 

６、公 表    

次の機会などで「評価」のまとめ、今後の改善点、次年度の目標等について公表する。 

 （１）全体集会、ＨＲ、学校だより、その他 

 （２）ＰＴＡ総会・評議員会、ＰＴＡ広報誌「たいかくせん」、学校評議員の会議、その他  

 

７、適 用 

   この要項は、平成１４年度から適用する。 

平成 27 年 3 月 27 日より一部改正 
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２．家庭教育支援会議設置要項      

                                                               

（名称） 

第Ⅰ条 この組織は、名護高等学校家庭教育支援会議（以下、「支援会議」という。）と称し、

事務局を校内に置く。 

 

（支援会議の目的） 

第２条 支援会議は、本校ＰＴＡ等と連携し、家庭教育に困窮している保護者に対して積極的な

支援を行い、生徒の健全な育成を図り、生徒の非行等を未然防止することを目的とする。 

 

 （構成） 

第３条 支援会議の構成員（以下「委員」と言う。）は、次のとおりとする。 

 （１）校長 （２）教頭 （３）事務長     （４）生徒指導主任   

 （５）ＰＴＡ会長   （６）ＰＴＡ母親代表    （７）ＰＴＡ健全育成部長   

 （８）学識経験者   （９）自治会長          （10）教育相談員（ｶｳﾝｾﾗｰ）  

 （11）その他 

  ２ この他、支援会議の下に支援チームを結成し、家庭教育を支援する。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、毎年４月１日から翌年の３月 31日までとする。 

 

（役員） 

第５条 支援会議に次の役員を置く。 

 （１）顧問 １人     （２）会長 １人    （３）副会長 １人 

  （４）書記 １人 

 

 （任務） 

第６条 役員の任期は、次のとおりとする。 

  ２  会長は、会を代表し会務を総括する。 

    ３  副会長は、会長を補佐し、会長が不在の時は会長を代行する。 

    ４ 書記は、会長の指示により支援会議の事務を処理する。 
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  （支援会議） 

第７条 支援会議は、定例会議と臨時会議とし、会長がこれを招集する。 

    ２ 定例会議は、毎月第１金曜日に開催し、学校と地域及び家庭との情報交換を行い、次の 

事項について決定する。 

     （１）支援対象、支援内容・方法 

     （２）支援の内容により編成する、支援チームの担当者 

   ３ 支援会議は、校長を通じて会議に必要な情報の提供、学校職員及び関係者の会議への出 

席を求めることができる。 

  ４ 支援チームの支援結果の報告を受け、その結果を分析・評価して新たな支援の方法等を 

決定する。 

 

  （支援チーム） 

第８条 支援チームは、支援会議の決定により必要に応じて編成する。 

    ２ 支援チームは、ＰＴＡの生徒指導委員会や学校の生徒指導部との連携の基に、必要に応 

じて外部の専門機関の協力を得て、次のような支援活動を行う。 

     （１）家庭教育で困っている保護者への積極的な声かけと相談への対応及び支援 

     （２）非行等のおそれのある生徒に対する声かけと相談などの地域活動 

     （３）自治会単位の地域懇談会の実施及び「たまり場」指導 

     （４）その他 

 

   （守秘義務） 

第９条 委員は、プライバシーの保護に配慮し、支援会議の取り組みで得た個人情報に対して守

秘義務を負う。 

 

    （報告と指導） 

第 10 条 会長は、支援会議の活動について、校長を通じて教育委員会に定期的に報告を行うも

のとする。 

 

    附則 

 この要項は、平成 16年４月１日から施行する。 
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Ⅷ 諸会則 

 

１．沖縄県立名護高等学校学校評議員運営規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、沖縄県立高等学校管理規則第 62 条の規定及び沖縄県学校評議員設置要綱

（平成 12年９月 20日教育長決裁）に基づき、沖縄県立名護高等学校学校評議員（以下「学校評

議員」という。）の運営について定めるものとする。 

 

（運営の基本方針） 

第２条 学校評議員の運営は、校長の責任と権限において行うものとする。 

 

（役割） 

第３条 学校評議員は、校長の求めに応じ、学校運営に関する事項について意見を述べるものと

する。 

 

（委嘱等） 

第４条 学校評議員の数は、５人以内とする。 

 ２ 学校評議員は、保護者や地域住民等の中から、教育に関する理解や見識を有する者を校長

の推薦により、沖縄県教育委員会（以下「教育委員会」という。）が委嘱する。 

 

（任期） 

第５条 学校評議員の任期は、委嘱の日からその年度末までとする。ただし、教育委員会は、特

別の事情のあるときは、任期満了前に当該学校評議員の委嘱を解くことができる。 

２ 学校評議員に欠員が生じた場合は、補充することができる。ただし、その任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 学校評議員は、３年を限度として再任を妨げない。 

 

（会議）  

第６条 校長は、必要に応じて学校評議員による会議を招集し、これを主宰する。 
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（秘密の保持） 

第７条 学校評議員は、その役割を遂行するうえで知り得た秘密を漏らしてはならない。学校評

議員を退いた後も同様とする。 

 

（報償等） 

第８条 学校評議員に対する報償費等は、教育委員会が別に定める。 

 

（その他） 

第９条 この規定に定めるものの他、学校評議員の運営上必要な事項については、校長が別に定

める。 

 

附 則 この規程は、平成 13年４月１日から施行する。 

平成 27 年 3 月 27 日より一部改正 

 

２．名護高校保健委員会規約 

 

第１条 本会は、名護高校保健委員会と称し、事務局は名護高等学校におく。 

 

第２条 本会は、学校保健法に基づき生徒の保健管理と健康の増進を図ることを目的とする。 

 

第３条 本会は前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

（１）学校保健に関する調査研究及び協議。 

（２）学校保健計画の立案、実施。 

（３）健康診断及び事後措置の計画、立案。 

（４）健康な生活の維持改善及び施設の安全点検。 

（５）その他目的達成に必要な事項。 

 

第４条 本会は、学校職員、学校医、保護者、生徒の代表によって組織され、必要に応じて外部

保健機関を加えることができる。 

 

第５条 本会の構成は、次の通りとする。 
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（１）学校職員（校長、教頭、事務長、保健主事、養護教諭、教育相談係） 

（２）生徒代表（保健委員長） 

（３）保護者代表（ＰＴＡ会長、副会長） 

（４）学校医（校医、学校歯科医、学校薬剤師） 

（５）その他（保健所等） 

 

第６条 本会に次の役員を置く。会長１名、副会長２名。 

 

第７条 会長は、会務を統括する。副会長は、会長を補佐する。保健主事は会議の運営及び会務

の処理にあたる。 

 

第８条 役員の選出及び任期は次の通りとする。 

（１）会長は、学校長をもってあてる。 

（２）副会長は、教頭及びＰＴＡ会長をもってあてる。 

（３）委員は会長が委嘱する。 

（４）委員の任期は１年とする。 

 

第９条 会議は年３回とする。必要な場合は会長が召集し、随時開催できる。 

平成 26 年 11 月 26 日より一部改正 

 

３.名護高等学校互助会会則 

 

第１条 この会を名護高等学校互助会という。 

 

第２条 この会は、名護高等学校職員をもって組織する。 

 

第３条 この会は、会員相互の親睦を図り福祉を増進するとともに、会員互助救援を行うことを

目的とする。 

 

第４条 この会は、前条の目的を達成するために下の事業を行う。 

  (1) 会員の親睦に関すること。 (2) 会員の福祉増進に関すること。 
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  (3) 会員の互助救援に関すること。(4) その他必要なこと。 

 

第５条 互助救援に関しては、前条第 3 項の規程に関わらず会員の家族、本校勤務者及び本校教

育関係者にその一部を適用することができる。 

 

第６条 互助会救援の実施については別に規程で定める。 

 

第７条 この会に次の役員を置く。 

 (1) 幹事長 1名 (2) 幹事数名 (3) 顧問 1名 

 

第８条 幹事は、学期毎に次の順序で担当し、幹事長は幹事で互選する。 

 数→英→国→家・芸・事務→体→社・情→理→ 

第９条 役員の任期は学期間とする。 

 

第 10条 役員の任務は次の通りとする。 

 (1) 幹事長は会務を執行する。 

 (2) 幹事は幹事長を補佐し、出納事務を処理し、総会に報告する。 

 

第 11条 この会の決議は総会にて行う。 

 

第 12条 この会の会計期間は、学期間とする。 

 

第 13条 この会の経費は互助会費及びその他の収入をもってこれに充てる。 

 

第 14 条 互助会費は経常費として、毎月徴収し、その額は 1600 円とする。但し休職者は徴収し

ない。また、会費徴収に問題が生じた時は、幹事長及び幹事が話し合って決める。 

 

第 15条 前条の会費で会の運営に支障をきたした場合は、臨時徴収を行い、均等割りとする。 

 

第 16条 この規則の改廃は総会の決議により行う。 
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４.名護高等学校職員互助会救援規程  

 

第１条 互助会会則第 6条に基づいて定める。  

 

第２条 会員とその家族及び本校教育関係者に適用する。  

 

第３条 運用は、顧問の助言を得て、これを執行しその都度会員に報告する。  

 

第４条 下の各号に該当した者は、互助会救援を受けることができる。     

 

第５条 前条の規程による給付又は贈与は別表により行う。               

                                                                                

│号     │                            │給付金額│    摘  要         │    

│１慶祝 │１ 結婚                     │\10,000 │                        │    

│       │２ 出産(配偶者の場合も含む) │\10,000 │同職場の場合            │    

│２死亡 │１ 本人                     │\20,000 │                        │    

│       │２ 配偶者                   │\20,000 │                        │    

│       │３ 子（直系のみ）           │\10,000 │直系                    │    

│       │４ 親（直系のみ）           │\10,000 │                        │    

│３災害 │災害                        │        │災害により家財の大半    │    

│       │                            │        │を失った場合            │    

                                                                       

平成 27 年 3 月 27 日より一部改正 

 

５．名護高等学校ＰＴＡ会則 

 

第１章 総則   

 （名称・事務所） 

第１条 本会は、名護高等学校ＰＴＡと称し、事務所を名護高等学校に置く。 

 

 



Ⅷ － 6 

 

  （目的） 

第２条 本会は、名護高等学校の教育の向上発展を期し、学校と家庭が一体となり、地域社会の

協力を得て、生徒及び会員の福祉増進を図ることを目的とする。 

 

 （事業） 

第３条 本会は、第２条の目的を達成するため、次の各号に揚げる事業を行う。 

① 文化の向上と会員相互の親睦を図り、教養を高めること。 

   ②生徒の保健体育面の事業に関すること。 

   ③生徒の生活指導及び進路指導に関すること。 

   ④生徒及び会員の福祉に関すること 

   ⑤教育の研究及び調査に関すること。 

   ⑥学校図書館の充実運営に関すること。 

   ⑦その他、本会の目的達成上必要な諸事業に関すること。 

 

  （会員） 

第４条 本会は、名護高等学校在学生の保護者及び本校職員並びに本会の目的に賛同する者をも

って組織する。 

 

第２章 機関 

  （機関） 

第５条 本会に、次の各号にあげる機関を置く。 

   ①総会 ②評議員会 ③専門部会 ④学年・学級部会 

   

（議決） 

第６条 会議における決定は、出席者の過半数の同意を必要とする。 

 

  （総会） 

第７条 総会は、毎年５月に開催する。但し会長が必要と認めたとき又は評議員会の要請    

によって臨時総会を開くことができる。 

 

第８条 総会は、次の各号にあげる事項を行う。 
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①会務の報告     ②役員の承認 

③予算決算の承認、その他評議員会において決定した事項の報告  

④評議員会の承認   ⑤会則の制定及び改廃 

⑥その他、本会の目的達成上必要の事項の決定 

 

  （評議員会） 

第９条 評議員会は、会長が必要と認めたとき開くことができる。 

 

第 10条 評議員会は、次の各号に揚げる事項を行う。 

①予算及び決算の承認 ②各部委員会の事業の報告又は承認 ③役員の承認 ④その他、必 

要と認めた事項 

 

  （専門部会） 

第 11 条 専門部会は、総会及び評議員会の決定事項の執行にあたり、部長が必要と認めたとき

開くことができる。 

 ２、専門部会の組織及び分掌事務は次のとおりとする。 

   ①総 務 部  ･･･企画、庶務、会計、渉外、その他の部に属しない事項。 

   ②文化広報部･･･文化面の事業一般、広報及び学校図書館の充実運営に関すること 

③健全育成部･･･保健衛生、体育及び校内外の生活指導に関すること。 

   ④進路研究部･･･会員研修、研究調査統計及び進学指導、就職指導に関すること。   

  ⑤環境美化部 

  ⑥母姉部 

 ３、各部に部長及び副部長２人を置く。 

 ４、部長は会長が選任する。副部長の一人は、部長が選任し、他の一人は校務分掌の相当部の 

主任をあてる。 

 

  （学年・学級部会） 

第 12条 学年・学級部会は部長が必要と認めたとき開くことができる。 

   ２、学年・学級部会それぞれに部長及び副部長を 2人置く。 

   ３、部長は会長が選任する。副部長の一人は部長が選任し、他の一人は、各学年の主任をあ 

てる。 
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第３章 役員、 評議員、 各部委員 

  （役員） 

第 13条 本会に、次の各号に掲げる役員を置く。 

    ①顧問 若干名 ②会長 １名 ③副会長 ３名うち１人は学校職員（教頭） 

    ④幹事 ３名 ⑤監事 若干名 

 

  （役員の任務） 

第 14条 役員の任務はそれぞれ各号に掲げる通りとする。 

    ①顧問は、本会の運営に関し指導助言を与える。 

    ②会長は、本会を代表して会務を総括し総会及び評議員会を召集し、会議の際、その議長と 

なる。 

    ③副会長は、会長を補佐し，会長に事故があるときはその職務を代行する。 

    ④監事は、本会の会務及び会計を監査する。 

    ⑤幹事は、会長の命を受け本会の庶務、会計を処理する。 

 

  （役員の選出） 

第 15条 役員は次の各号に掲げる方法によって選任する。 

    ①顧問は、評議員会で推薦する。 

    ②会長副会長及び監事は、会員の内から評議員会において選出し、総会の承認を得る。 

    ③幹事は、本校職員のなかから評議員会において選出し、総会の承認を得る。 

  

 （役員の任期） 

第 16条 役員の任期は１年とする。但し再任を妨げない。 

 ２、欠員によって補充された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 ３、役員が任期終了に伴って離任した場合は、第１項本文の規程にかかわらず、後任者の就任 

までその職務を行うものとする。 

 

  （評議員会） 

第 17条 評議員会は、次の各号の通りとする。 

    ①専門部会の正副部長  ②学年部会の正副部長 

    ③学区内中学校校区を考慮し、会員の中から会長が選任した者。 
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    ④前①②に属しない校務分掌の主任。 

 

第 18条 前条第１項第３号の規定によって選任された評議員は、各専門部のいずれかに属する。 

 ２、評議員の任期は１年とする。但し再任することができる。 

 

第４章 経費 

第 19条 本会の経費は、会費、寄付金その他の収入をもってこれに充てる。 

 

  （会費） 

第 20 条 会費は、生徒１人当たり月５００円、職員５００円とする。ただし会費の       

ほかに必要に応じて他の経費を徴収することができる。 

 

 （会計年度） 

第 21条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月 31日に終わるものとする。 

 

第 22 条 本会の会計は、毎年監査を受け、評議員会の承認を得て、総会に報告しなければなら

ない。 

 

  （帳簿） 

第 23条 本会に次の各号に掲げる帳簿を備えるものとする。 

    ①会則 ②会員名簿 ③会計に関する帳簿 ④議事録 ⑤公文書綴 

     ⑥備品台帳 ⑦その他必要な書類 



Ⅸ － 1 
 

Ⅸ その他 支援団体 

平成 27年 3 月 27 日より一部改定 

 

１．社団法人名護高等学校後援会定款 

 

  第 1章 総 則 

 

第 1 条 本会は次章に規定する目的のため設立する公益社団法人である。 

 

  第２章 目 的 

 

第２条 本会は本校教育の方針に基づき PTA と緊密な連携をとりつつ、子弟の教育を全うするた

め学校を援助し、その充実発展をはかることを目的とする。 

 

第３条 本会は前条の目的を達成するため次の事業を行う。 

  １．本会財産の管理運営  ２．本校施設、設備の改善充実 

  ３．地域社会の文化向上への寄与  ４．その他本会の目的達成に必要な事項 

 

  第３章 名 称 

 

第４条 本会は社団法人名護高等学校後援会と称する。 

 

  第４章 事 務 所 

 

第５条 本会の事務所を名護市大西５－１７－１名護高等学校内に置く。 

 

  第５章 会 員      

   

第６条 本会の会員は次の通りとする｡ 

  １．本校生徒の保護者 ２．南燈同窓会役員 

  ３．その他本会の目的に賛同し、会員になることを申し出た者 
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第７条 本会の会員は次の理由により、その資格を失う。 

  １．死亡 ２．生徒の卒業 ３．南燈同窓会役員の退任 

  ４．前条第 3号に規定する会員の退会申出 

 

  第６章  会 の 機 関 

 

  第一節役職員 

第８条 本会に次の役員を置く。 

    １．会長･･･１名 ２．副会長･･･１名 ３．理事･･･10 名 ４．監事･･･３名 

    ５．評議員･･･20 名 

 

第９条 役員の選出方法は次の通りとする。 

   １．会長及び副会長は理事の中から評議員会に於て選出する。 

   ２．理事及び監事は評議員の中から互選する。 

   ３．評議員は会員の中から選出する。 

 

第 10 条 役員の職務は次の通りとする。 

  １．会長は本会の会務を整理し、本会を代表する。 

２．副会長は会長を補佐し会長に事故あるとき又は欠けたときはその職務を代理する。 

  ３．理事は会務を掌理し、監事は本会の財産及び会務を監査する。 

  ４．評議員は会長の諮問に応じ本会に関する重要事項を評議する。 

 

第 11 条  役員の任期は２年とする。 

  ２．補欠のため選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

第 12 条 役員は正当な理由なくして辞任することはできない。 

 

第 13 条 役員は名誉職員とする。但し、総会の決議により有給とすることができる。 

   ２．役員会における費用弁償は実費とする。 
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第 14 条 本会に名誉会長を置き、学校長を推戴する。 

 

第 15 条  本会の事務を処理するため事務職員若干名を置く。 

   ２．事務職員は有給とし、会長がこれを任免する。 

 

  第２節 会 議 

 

第 16 条 通常総会は毎年 1回年度終了後２カ月以内に会長がこれを招集する。 

   ２．臨時総会は会長において必要があると認めたときこれを招集する。 

   ３．総会には本校職員の出席を請うものとする。 

 

第 17 条 総会に於ては会長が議長となる。会長不在のときは副会長がこれを代理する。 

 

第 18 条 理事会・評議員会は会長が必要と認めたときいつでも招集することができる。 

 

第 19 条 会議の議決は特に定めた場合の外、出席会員の過半数によりこれを決する。 

     可否同数のときは議長の決するところによる。 

 

  第７章  資 産 及 び 会 計 

 

第 20 条  本会の財産は次の通りとする。 

   １．本会所有の不動産  ２．会費  ３．寄附金品  ４．その他      

 

第 21 条 本会の財産を分けて基本財産及び運用財産とする。 

   ２．基本財産達財産目録中基本財産の部に記載する財産とし、運用財産は基本財産     

以外の財産とする。 

 

第 22 条 基本財産は消費し、又は担保に供してはならない。但し本会の事業遂行上止むを得な

い事情があるときは、総会の議決を経てその一部に限り処分し、又は担保に供することができる。 

 

第 23 条 基本財産のうち現金は理事会の議決により確実な公社債等の有価証券を購入するか、 
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又は定期預金として保管する。 

 

 

第 24 条 本会の運営に要す費用は運用財産を以て支弁する。 

 

 

第 25 条 会費は理事会において、これを定め総会の承認を受けなければならない。 

 

 

第 26 条 本会収支決算は会計年度開始前に編成し総会の承認を受けなければならない。 

 

 

第 27 条 本会の収支決算は会計年度終了後 40日以内に作成し、財産目録と監事の意見書をそえ

て報告しなければならない。 

２．収支決算に剰余金があるどきは、総会の承認を経てその一部又は全部を基本財産に編入し、

又は翌年度に繰越する。 

 

 

第 28 条 本会の会計年度は毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日に終る。 

 

 

  第８章 補 則 

 

 

第 29 条 本会事務所に財産台帳寄附金品名簿出納原簿及び会員名簿を備え閲覧に供する。 

 

 

第 30 条 本定款は総会の議決を経て主務官庁の認可を受けなければ変更することはできない。 

 

 

第 31 条 本会の解散は総会の議決を経て主務官庁の許可を受けなければならない。 

 

 

第 32 条 本会の解散による残余財産の処分は総会の議決による。 

 

 

第 32 条 定款に定めるものの外,本会の運営に関し必要な事項は理事会がこれを定める。 

 

 

第 33 条 定款に定めるものの外、本会の運営に関し必要な事項は理事会がこれを定める。 

 

 

 

附則  本会設立当時の役員氏名次の通り 会長:副会長:理事:監事:評畿員: 

      改正は 1967 年１月 26 日指令文第２号により認可する(主席) 

      改正は昭和 57 年６月 22 日指令第 17 号により認可(沖縄県数育委員会) 

     改正は昭和 59 年６月 28 日指令第８号により認可(沖縄県数育委員会)  
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２．南燈同窓会々則 

 

第１条 本会は南燈同窓会と称す。 

 

 

第２条 本会は会員相互の親睦をはかるとともに母校の発展充実に寄与することを目的とする。 

 

 

第３条 本会は事務局を名護高等学校内におく。 

 

 

第４条 本会の会員は正会員と特別会員とする。 

 １．正会員(１)沖縄県立第三中学校卒業生 

       (２)沖縄県立第三高等女学校卒業生 

       (３)沖縄県立名護高等学校卒業生 

      (４)沖縄県立第三中学校・第三高等女学校・名護高等学校中退者に対して代議員会 

の承認により会長の許可したる者。 

 ２．特別会員(１)沖縄県立名護高等学校現職員 

 

 

第５条 本会に下記の役員をおきその任期を２年とする。ただし再任を妨げない。 

 １．顧問２名 ２．理事３名（会長１名、副会長２名とする。）３．代議員２０名～３０名 

４．庶務幹事１名  ５．会計幹事１名  ６．監事２名 

 

 

第６条 会長・副会長は代議員会において正会員より選出する。但し留任は妨げず。 

 

 

第７条 代議員及び幹事・監事は会長が委嘱するものとする。 

 

 

第８条 会長は本会代表し会務を総理する。 

 

 

第９条 副会長は会長を補佐し会長に事故ある場合は、あらかじめ会長の指名する副会長がこれ

を代理する。 

 

 

第 10 条 代議員は代議員会を組織し次の事項を審議決議する。 

   １．正副会長の選任 ２．会則の改廃 ３．会務・会計の承認 ４．その他重要な事項 

 

 

第 11 条 代議員は各期からの推薦を受けて会長が委嘱する。 

 

 

第 12 条  代議員会は会長が必要に応じて之を召集し、議長は会長が務める。 
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第 13 条 会長は必要に応じて三役会を招集する。三役会の構成は会長・副会長・庶務 

幹事とする。 

 

 

第 14 条  幹事を庶務幹事と会計幹事に分つ。 

   １．庶務幹事は会長の監督をうけ本会全般の庶務に当る。 

   ２．会計幹事は会長の監督をうけ会の経理に当り代議員会に会計報告の任に当る。 

 

 

第 15 条 監事は本会の会計監査を行うものとする。 

 

 

第 16 条  幹事は代議員会に出席するものとする。 

 

 

第 17 条  定期総会は年 1回(６月 23日)とし臨時総会は代議員会において必要と認めた場合にこ

れを招集する。 

 

 

第 18 条  総会において下記の事項を処理及び報告する。 

   １．代議員会の決議事項の報告 ２．会務報告 ３．会計報告 ４．その他重要事項 

 

 

第 19 条  本会に入会の際は入会金(1,000 円)を納入するものとする。 

 

 

第 20 条  本会の経費は会費その他を以って充てる。 

 

 

第 21 条 本会の会計年度は 4月 1日に始まり翌年３月末日に終る。 

 

 

第 22 条  本会に下記の帳簿を置く。 

   (1)会則 (２)会員名簿 (３)役員名簿 (４)金銭出納簿 (５)会議録 (６)財産に関  

する帳簿 (７)その他 

 

 

第 23 条  本会の支部を設けることができる。 

 

 

第 24 条  本会に顧問をおくことができる。 

 

(附則)本会則は 1954 年３月 27 日より実施する。1966 年６月 23 日一部改正。 

   1972 年 6月 23 日一部改正。1988 年 6 月 23 日一部改正。1991 年 6月 23 日一部改正。 

      2020 年 6月 23 日一部改正 
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